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創　　業／明治45年4月
本　　店／鳥取県倉吉市昭和町1丁目60番地
店 舗 数／13店舗
従業員数／80人
営業区域／鳥取県　倉吉市、東伯郡、西伯郡大山町（旧中山町に限る）、
　　　　　　　　　鳥取市（旧八頭郡用瀬町・佐治村を除く）、
                           岩美郡、八頭郡八頭町（旧船岡町、旧郡家町に限る）
　　　　　岡山県　真庭市蒜山（旧川上村、旧八束村、旧中和村に限る）

ご あ い さ つ

　皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　ここに当金庫第67期の事業概要と決算状況をご報告するに当たり、日ごろのご支援とご愛顧に対し、
心から厚くお礼申し上げます。
　わが国経済は、急激な円高による輸出競争力の低下や景気対策効果の剥落等により、先行き不透明
感の広がりと共に、リーマン・ショックに端を発した世界的金融危機の急激な落ち込みから、「踊り場」を
経て回復基調に戻りつつありました。しかしながら、直接的な被害は阪神大震災を上回る、3月11日に発
生した東日本大震災により、広範囲において生活基盤や企業設備等が破壊され、経済活動は大幅に落
ち込むこととなりました。加えて原子力発電所の事故等により電力供給が不足し、被災地以外において
も経済活動が制限され、製造業においては、部品供給、いわゆるサプライチェーンに混乱が生じ始めたこ
とにより減産が大幅なものとなっています。
　鳥取県中部においては、我々の主要取引先である中小零細企業の多くは、地域経済の低迷から依然
脱却できず、商店街の衰退による廃業や倒産のほか個人の自己破産も多く極めて深刻な状況が続いて
います。大型店の出店が続き、価格競争等の業者間競争が厳しさを増しており、販売価格の低迷、収益
が確保できない厳しい経営環境が続いております。
　このような厳しい諸環境のもと、鳥取県中部地区を主たる経営基盤とする唯一の金融機関として、当
金庫の経営理念のひとつでもある、「地域のすべての企業、勤労者、家庭の繁栄をもたらす」という当金
庫が果すべき役割の重要性を、再認識した平成22年度でありました。
　このような経営環境のもと、地域から選ばれる「くらしん」を目指し、確固たる経営基盤の確立のため効
率的な資金運用に努めるとともに、経費の効果的な使用と積極的な削減を行い、当期純利益206百万
円を計上することができました。さらに、企業の健全性を示す自己資本比率は10.17％（前年比0.91ポイン
ト増）となりました。これも、ひとえに会員の皆様のご支援とご協力の賜物と深く感謝し、お礼申し上げます。
　当金庫に今、必要なものは、倉信の創業の原点として企業理念に明示してある「相互扶助」「地域と
共存共栄」という「使命感」を再認識し、「役割を果す」ことにあります。環境が厳しいからといって、地域
から、又、顧客から目をそむけることは許されず、真正面から問題・課題に取り組む姿勢であります。そのた
め、この地にあって小さくともキラリと輝く信金であり、地域から信頼を受け絶対になくてはならない金融
機関、独立独歩経営ができる信金を目指し、平成21年4月から長期経営3ヵ年計画として、『くらしん「つな
ぐ力」発揮100』を策定し、取り組んでおります。
　本計画の目的は、当金庫が持つ「つなぐ力」をさらに進化させ、会員を始め地域の様々なステークホル
ダー（「会員」「総代」「外郭団体」「地域の様々な人、団体」「職員」）との連携を一段と強化し、地域の持
続的発展を目指し、平成24年4月に迎える創立100周年につなげるための基盤を強化していくために、地
域密着型金融のさらなる強化に努め、協同組織金融機関の独自性を強力に発揮することで永続性のあ
る強固な経営態勢を確立することにあります。
　計画の基本的なスタンスとしては、法令等遵守態勢並びに顧客保護等管理態勢の堅持と推進に注
力し、且つ内部事務管理の徹底に向けた、たゆまぬ努力を継続しながら、当金庫の最大の使命である地
域金融の円滑化に積極的に取り組み、貸出金増強を基本とした、資金利益、コア業務純益の安定的確
保を図っていきます。同時に地域経済の活性化への金融的役割を果すために、「健全性確立」「経営体
質強化（収益力向上）」「地域貢献」を経営目標と位置づけ、諸施策を実行いたします。
　この計画を達成するためには、役職員全員が同じ志を持ち、実現するための心（熱い決意・責任感）、
技（知識習得）、体（健康・礼儀）のレベルアップを図り、実践力を発揮することが必要であり、役職員一
丸となって取り組んで参る所存であります。
　今後とも倍旧のご支援ご愛顧を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶と致します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　 谷岡　忠範
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◇基本理念
　地元と共に生きる

◇経営理念
　１．信　　頼

倉吉信用金庫は、法令やルールを遵守す
ると共に社会的規範を全うするため、法令
等遵守を経営の最優先課題と位置づけ、
誠実かつ公正な業務運営を行います。

　１．変　　革
倉吉信用金庫は、時代の変化や、地域の
要請を的確に捉え、迅速に対応するため、
積極かつ堅実な経営を行います。

　１．地域貢献
倉吉信用金庫は、地域のすべての企業、勤
労者、家庭の繁栄と幸せをもたらすため貢
献します。

■ 企業理念 ■

◇経営方針
倉吉信用金庫の創業の原点である相互扶助の
精神を大切に、「地域の為に貢献する」という
使命感を再認識し、今こそ地域社会の再生と
活性化を目指し「使命共同体」としてその中核
となって、中小零細な地元企業の支援、地域
住民の豊かな生活の向上、活力ある地域社会
の実現に向けて貢献していきます。そのために
強固な経営基盤をさらに確固たるものにし、
“小さくても最良のくらしん”を実現します。

◇行動基準
　１．礼　　儀

我々は、礼儀を基本とした誠意ある行動
で、地域からの信頼を高めます。

　２．元　　気
我々は、健康管理を怠らず、明るく、
気みなぎる行動で、地域からの共感を
受けます。

　３．向　　上
我々は、自己啓発を心掛け、仕事に創意
を生かし、顧客の満足度を高め地域に奉
仕します。

■ 経営方針 ■

企
業
理
念
・
経
営
方
針

　積極的に地域や人々に働きかけていく「くらしん」をイメージ、「K」と「S」および
「く」を組み合わせてデザイン化。堅実に発展する姿、しなやかに伸びていく様、時
代の風を受け、皆様と共に大きく飛躍する姿を表現しています。
　三層の重なりは「ひと」「街（地域）」「くらしん」を意味し、「Ｓ」のなめらかなライ
ンによって三者が織り成すハーモニー（調和）を、また直線と鋭角によって信頼感、
緊張感、正確さを表しています。
　グリーンは「自然の緑」および「安らぎ」「安心」「信頼」を、イエローは「英知」
「協調」を意味しています。
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組
織
構
成

理 事 長（代表理事） 谷 岡 忠 範
専務理事（代表理事） 笠 見 和 則
常勤理事 小 椋 　 栄
常勤理事 足 羽 弘 志
常勤理事 水 口 浩 志
常勤監事 綱 本 　 栄

理　　事（非常勤） 福 井 壽 幸
理　　事（非常勤） 山 本 幸 隆
理　　事（非常勤） 田 中 希 弘
理　　事（非常勤） 藤 田 　 明
理　　事（非常勤） 谷 口 宗 弘
員外監事（非常勤） 松 井 幹 雄
監　　事（非常勤） 藤 原 和 男

（平成23年6月30日現在）

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
SYSTEM

事業の組織

●組織図

●役員一覧
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総務部 法務室 総合企画部 審査部

専務理事

常勤理事

理事長

理事会

総代会

監査部 コンプライアンス
統括室

営業推進部 資産管理部

（平成23年6月30日現在）
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組
織
構
成　

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
SYSTEM

総代会制度

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本に、会員一人一人の意見を最大の価値とする協同組織金
融機関です。
　会員は、出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じて金庫の経営に参加することとなります。しか
し、当金庫では会員数が大変多く、総会の開催は事実上不可能であり、会員の総意を適正に反映し、充実した審議を確
保するために総会に代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定・変更、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。
　総代会は、総会と同様に会員一人一人の意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランスなどに配慮し、
選任区域ごとに総代候補者を選定する総代選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代によ
り運営されます。
　さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、意見・要望投書箱の店頭設置、電子メールや電話などによる意見・
要望・苦情窓口の設置など、日常の事業活動を通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな経
営改善に取り組んでおります。

●総代会制度について

●総代が選任されるまでの手続きについて

（1）総代候補者選考委員の選任
・理事会の議決により、選任地区ごとに会員のうちから選考委員を委嘱する。
・選考委員の氏名を掲示場に掲示する（掲示期間は１週間を下らないものとする）。

　（総代選考委員の選考基準）
　　①資格要件　・当金庫の会員であること
　　②適格要件　・地域における信望が厚く、信用金庫の使命を十分理解している者
　　　　　　　　・地域事情に明るく、人格・見識とも優れている者
　　　　　　　　・その他金庫が適格と認めた者
（2）総代候補者の選考

・選考委員が総代候補者を選考し理事長に報告する。
・総代候補者氏名を掲示場に掲示し、かつ、掲示場に掲示してある旨の公告を新聞紙上に掲載しなければならない。
 （異議申立期間は、公告後2週間以内である）。

（3）総代の選任
　「異議のない場合又は選任区域の会員数の3分の1未満の会員から異議の申出があった総代候補者」

・�総代候補者について、異議の申出した者が当該選任区域の会員数の3分の1に達しないときは、理事長は当該
総代候補者を総代に委嘱し、その氏名を掲示場に掲示する。

・掲示期間は、1週間を下らないものとする。
　「異議のある場合」

・�総代候補者について、異議の申出をした者が当該地区の会員数の3分の1に達したときは、選考委員は当該総
代候補者にかえて他の総代候補者を選考するものとする。

　�ただし、当該総代候補者の数がその選任区域の総代の定数の2分の１に満たないときは、改めて選考を行わない
ことができる。

　地区を4区の選任地区に分かち、総代の定数は定員数に応じて各選任地区ごとに定める

選考委員

理事会

会　員 総代候補者

総　代
総代会

（1）
理事会の議決により
会員のうちから選考
委員を委嘱し、選考
委員の氏名を掲示場
に掲示する。

（2）
総代候補者の選考基
準に基づき総代候補
者を選考する。

（3）
理事長は、総代候補者氏名
を掲示場に掲示し、所定の
手続きを経て会員の代表と
して総代を委嘱する。

（4）
会員の総意を適正に反映す
るための制度である。
決算に関する事項、理事・監
事の選任等重要決定事項。

　総代会は、会員一人一人の意見を適正に反映するための開かれた制度です
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（1）総代の任期・定数
・�総代の任期は３年です。
・総代の定数は65人以上95人以内です。
　�総代の定数は、会員数に応じて各選任地区ごとに定めてお

ります。
　平成23年3月31日現在で、総代数は70名です。
　なお、平成23年3月31日現在の会員数は、19,235人です。

（2）総代の選任方法
　�総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に

反映する重要な役割を担っております。
　�総代の選考は、総代候補者の選考基準に基づき、次の手続き

を経て選任されます。
　　　①会員の中から総代候補者選考委員を選任する
　　　②総代候補者選考委員が総代候補者を選任する
　　　③総代候補者を会員が信任する（異議があれば申し立てる）
　　（総代候補者の選考基準）
　　　①資格要件　・当金庫の会員であること
　　　②適格要件　・総代としてふさわしい見識を有している者
　　　　　　　　　・良識をもって正しい判断ができる者
　　　　　　　　　・人格にすぐれ、金庫の理念・使命を十分理
　　　　　　　　　　解している者
　　　　　　　　　・その他総代選考委員が適格と認めた者

●総代とその選任方法

平成23年6月24日開催の第67期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり承認されました。
　①報告事項
　　第67期（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）業務報告、貸借対照表および損益計算書の内容報告について
　②決議事項
　　第１号議案　第67期剰余金処分について
　　第２号議案　会員の法定脱退について
　　第３号議案　理事10名の選任について

●第67期通常総代会の決議事項等

●総代の氏名
お名前の記載につきましては、個人情報保護の観点から全員の方にご承諾をいただき、記載しております� （平成23年6月30日現在）

選任区 定　数 総　　代　　氏　　名

1 区 21 名
廣吉宗一、鍬田昌也、柳川良一、嶋田貞彦、井戸垣澈男、鹿嶋俊宏、春木延年、
岩山克己、倉都　章、青木邦男、岡野　稔、門脇勝人、田原隆之助 、岡野勝義、
湊　良範、水谷　昭、福谷直美、山乗立夫、山𥔎堆稚、森　和美、河野俊一

2 区 9 名 伊藤巌一、小林健治、竹田安夫、江原　実、小山正人、吉田永幸、戸崎健二、
野口　厚、大前拓也

3 区 25 名

（有）豊田ガラス建材  代表取締役  豊田　勲、加藤正義、山田悌次、平岡哲雄、
寺地善美、河本幸寛、更田尚禧、笠田紘史、石賀和夫、中野久子、岩世　毅、
地方卸売市場倉吉花き市場㈱  代表取締役  安藤充勉、中本博泰、牧野光照、向井康英、
石田知己、中島　守、中沢寿秀、津村誠一、山本敏憲、高野　淳、新藤祐一、
森　敏昭、酒井靖祐、坂田康則

4 区 15 名
川上祐一、盛山　明、種子　明、山本孝則、岡崎　淳、倉光君寿、伊藤　正、
㈱チュウブ  代表取締役  大田英二、青山泰陸、松本繁夫、永田一郎、
㈱北和  代表取締役  伊藤孝一、讃岐美雄、福井利明、山崎　稔

　「欠員の補充」
・�総代に定数の2分の1を超える欠員が生じた場合には補充選任を行う。ただし、特定の選任地区で欠員が当該

選任区の定数の2分の1を超えても、全体としては欠員が定数の2分の1を超えない場合には次の改選期まで補
充を行わないことができる。

・補充選任された総代の任期は、前任者の残任期間とする。
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事業の運営に関する事項

　金融制度改革により金融が自由化されると同時に、近年著しく発展したコンピュータ技術の革新等により
リスクの多様化、複雑化が進展してきました。
　そこで当金庫は地元の金融機関として地域に貢献するためにリスク管理を経営の健全性維持、向上のため
の重要項目と位置づけ、次のとおり各種リスク管理を行っています。

●リスク管理の体制について

　信用リスクとは、貸出金の回収不能や利息の徴求不能等資産の健全性が損なわれるリスクであります。当
金庫では貸出金の健全性を維持するため厳格な審査体制をとっています。
　また、このためのスキルアップにも努め内部研修の実施や外部研修への派遣を実施するとともに、当金庫
が定めた「自己査定実施要領」により厳格な資産査定を行い適切な償却・引当を実施しています。

　信用リスク管理

　事務リスクとは、事務上のミスや不正によって損失を被るリスクです。当金庫では監査部による定期的な
監査を実施する一方、「事務改善委員会」を設置し事故の未然防止と同時に事務水準の向上を目指す研修を実
施しています。

　事務リスク管理

　市場関連リスクとは、金利・株価・為替等市場でのリスクファクターの変動により当金庫が保有する有価
証券等が価格の変動で損失を被るリスクです。
　当金庫では、ALM 委員会および作業部会を設け経済情勢・市場動向・金利動向を検討し健全な資金運用
の方針を策定し実行しています。

　市場関連リスク管理

　流動性リスクとは、予期せぬ資金流出等により必要資金の確保が困難となる場合や通常よりも高い金利や
不利な条件で資金調達を余儀なくされることにより被るリスクです。
　当金庫では自己資本比率等当金庫の健全性を積極的に情報開示し、信用不安の未然防止に努めるとともに
安全性・流動性に配慮した資金運用と適正な支払準備資産の確保に努めています。

　流動性リスク管理

　システムリスクとは、コンピュータの誤動作またはシステムダウン等の発生により損失を被るリスクです。
当金庫は、中国地区信金共同事務センターに加盟し勘定系及び情報系のオンラインシステムでサービスを提
供しています。同センターは、通信回線の二重化及び他地域のバックアップセンターの設置等、災害発生時
のオンラインシステム確保に万全の態勢をとっています。
　また、当金庫では「情報資産管理規程」等を制定し、顧客情報の保護にも努めています。

　システムリスク管理

　風評リスクとは、悪い評判や風説等が広まることにより信用が損なわれるリスクです。当金庫では透明性
の高い経営に努め、各種メディア及び媒体を利用し積極的にディスクローズすることにより当金庫の健全体
質を広報すると同時に、コンティンジェンシー・プランを策定し対応しています。

　風評リスク管理

　オペレーショナル・リスクとして当金庫は「事務リスク」「システムリスク」「法務リスク」「風評リスク」
を認識し各々以下の管理を実施しています。

　オペレーショナル・リスク管理

　法務リスクとは、金庫経営等に関する法令・庫内規程等に違反する行為ならびにその恐れのある行為が発
生することで信用の失墜を招き、当金庫が損失を被るリスクです。
　当金庫は全ての部署を関連部署と位置付け、コンプライアンス態勢の確立をとおして法務リスクを管理す
ることとしています。

　法務リスク管理

1．リスク管理の取組み
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（1）�第１の柱は、自己資本比率の算出に当たり信用リスク・アセットの計測をより精緻化すると同時に、
新たなリスクとしてオペレーショナル・リスクが追加されました。

（2）�第２の柱は、第１の柱で捕捉できないリスクの内、「銀行勘定の金利リスク」と「信用リスク」の管理を
とおして、金融機関の経営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを管理することです。

（3）�第３の柱は、上記の第１の柱と第2の柱の内容を開示することです。

●バーゼルⅡの柱

A�．当金庫は統合的リスク管理委員会を設けて各リスクの管理をすると同時に以下のリスクを計測し、自己
資本の一定比率範囲内でリスクを管理する態勢としています。

●統合的リスク管理態勢

当金庫に於ける計測の定義
１．�信用リスク量

　債務者区分が「正常先」および「要注意先」の毀損額の３期平均額と、債務者区分が「破綻懸念先」以下Ⅱ
分類額二次ロス見込額の合計額を信用リスク量としています。

２．�銀行勘定の金利リスク量
　当金庫の保有する資産・負債の内、市場金利の影響を受けるものが、次の金利ショックにより発生する
リスク量を銀行勘定の金利リスク量としています。
①�保有期間1年、観測期間最低5年で測定される99パーセンタイルと1パーセンタイルの金利変動のリ

スク量
②�要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要

求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当金庫で
は、要求払預金の50％相当額を1ヵ月と60ヵ月に振り分けて（平均2.5年）リスク量を算定しています。

③金利リスク量は、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
３．�オペレーショナル・リスク量

　オペレーショナル・リスクの算出は基礎的手法を採用しており算出式は以下の通りです。

B．リスク量

オペレーショナル・リスク相当額　＝
粗利益（直近 3 か年間のうち正の値の合計額）× 15％
直近３カ年間のうち粗利益が正の値であった年数

１．�信用リスク

２．�銀行勘定の金利リスク

３．オペレーショナル・リスク

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

2．新しい自己資本比率規制（バーゼルⅡ）の取組み

運用勘定 調達勘定

区　分
金利リスク量

区　分
金利リスク量

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
貸出金 573 588 定期性預金 378 407
預け金 125 113 借用金 71 65
有価証券等 383 488 コア預金 250 256
運用勘定合計 1,082 1,189 調達勘定合計 700 729

信用リスク 平成 21 年度 平成 22 年度
265 190

銀行勘定の金利リスク 平成 21 年度 平成 22 年度
382 460

オペレーショナル・リスク 平成 21 年度 平成 22 年度
196 191
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１．リスク管理の方針及び手続の概要
　①信用リスク管理方針

・�信用リスク管理においては、資産査定の債務者区分及び分類結果、企業信用格付等に基づいてリスク
を適正に把握し、適切なポートフォリオ管理等に反映させるものとしています。

　②管理方法
・�信用リスク管理部署は審査部、計測管理部署は資産管理部とし、定期的に若しくは必要に応じて統合

的リスク管理委員会を通じて常勤理事会に報告することとしています。
　③貸倒引当金の計上基準

・�正常先債権については、貸倒実績率に基づく今後１年間の貸倒引当金を計上します。
・�要注意先債権については、貸倒実績率に基づき一般貸倒引当金を計上しますが、要管理先債権につい

ては、3 年間分の予想損失額を計上し、その他要注意先債権については、1 年間分を計上します。
・�破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められ

る額を減算し、残額の内、債務者の支払能力を総合的に判断し、必要と認める額を貸倒引当金として
計上しています。

・�実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が
可能と認められる額を減算し、残額を個別貸倒引当金として計上しています。

２．リスク・ウェイトの算出に使用する適格格付機関等の名称
　①信用リスクアセットを算出する為に使用する適格格付機関は、以下の４機関です。

・�格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・�日本格付研究所（ＪＣＲ）
・�ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
・�スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

　②使用条件
・�複数の格付が付与されている場合は、最も低い格付を使用しています。

③�適格格付を使用するエクスポージャーは、有価証券と格付を取得した保証会社の保証を受けている個人
ローンが対象です。

３．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　①信用リスク削減方針

・�信用リスクの削減方針は、適格金融資産担保並びに我が国の地方公共団体若しくは政府関係機関保証
及び自金庫預金との相殺を信用リスク削減対象としています。

　②管理方法の概要
・�信用リスクの削減手法は、簡便法を採用しております。
・�適格金融資産担保においては、担保権を維持し実行する為に必要な全ての措置を講じていることを前

提としています。
・�保証は、我が国の地方公共団体若しくは政府関係機関が被保証債権の元本以外の関連債務も保証の対

象としており且つ、速やかに保証債務の履行を請求できる事を条件としています。
・�自金庫預金との相殺は、相殺契約下にある預金を特定でき且つ、自金庫預金が継続されないリスクが

監視できる事を前提としています。
　③担保、保証の評価方法

・�適格金融資産担保は自金庫預金であり、エクスポージャーと担保とが同一の通貨建てである場合の評
価は 100％評価とし、削減率も 100％とします。

・�保証は、我が国の地方公共団体若しくは政府関係機関以外にはございません。

●信用リスクに関する事項

１．自己資本調達手段は、普通出資を中心としています。
２．自己資本の額は、所要自己資本（リスクアセットの総額の4％）を上回る額を確保することができました。

●自己資本の充実に向けた状況
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●オペレーショナル・リスクに関する事項

　①出資又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理方針と方法
・�株式等の運用に関しては、経営体力に則したリスクの範囲を定め、適正な収益確保を目指します。
・�株式等は市場価格の変動による価格変動リスクが伴いますのでアラームポイントを設けて管理する態

勢としています。
　②出資等の評価方法

・�債券については、公社債店頭売買参考統計値（平均値）やブルームバーグ公社債基準価格などにより時
価評価し、時価のないものについては取得価格または減損後の帳簿価格により評価しています。

・�株式については、上場株は取引所上場値で時価評価し、非上場株は減損後の帳簿価格により評価して
います。

　①金利リスクの管理方針
・�金利リスクとは、市場金利の変動に伴い損失を被るリスクのことで、資産と負債または期間のミスマッ

チが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクのことです。
・�当金庫では、定期的に計測したリスク量の変化を管理すると同時に、配賦可能な自己資本の範囲に収

まっていることを管理します。
　②管理方法

・各管理部署は、定期的にＡＬＭ委員会若しくは統合的リスク管理委員会に報告し協議します。
・�ＡＬＭ委員会若しくは統合的リスク管理委員会は協議結果を常勤理事会へ具申し、常勤理事会は金利

リスクが定められた範囲内に収まるよう管理指導します。

　①オペレーショナル・リスクの管理方針は以下の通りです。
・�当庫におけるオペレーショナル・リスクは、事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク

とします。
・�総合的なオペレーショナル・リスク管理態勢を構築することによって、健全性の確保と収益性の向上

を図ります。
　②オペレーショナル・リスクは以下の方法で管理します。

・�オペレーショナル・リスクの総合的な管理部署を総合企画部とし、各リスク管理に係る管理担当部署は、
以下のとおりとします。

Ⅰ �オペレーショナル・リスクの総合的な管理に係る主管部署は、上記の各リスクの管理担当部署か
ら、定期的にまたは必要に応じて、リスクに係る報告を受けます。

Ⅱ� �オペレーショナル・リスクの主管部署は、新規商品等の取扱い、新システムの導入の際には、オ
ペレーショナル・リスクを特定します。

Ⅲ� �オペレーショナル・リスクの主管部署は、オペレーショナル・リスクを特定するために、必要に
応じて、各業務部門および営業店等が把握したデータ等を取得することができます。

Ⅳ� �オペレーショナル・リスクの主管部署は、当庫のリスク・プロファイルや外部環境の状況に照らし、
オペレーショナル・リスクの状況について、適切な頻度でモニタリングを行います。

Ⅴ� �オペレーショナル・リスクの主管部署は、当該管理の状況に関して、常勤理事会が適切に評価お
よび判断できる情報を、定期的にまたは必要に応じて報告します。また、経営に重大な影響を与
える事案については、理事会に報告します。

●株式等エクスポージャーに関する事項

●銀行勘定における金利リスクに関する事項

オペレーショナル・リスク 総合企画部主管
事務リスク
システムリスク
法務リスク
風評リスク

総合企画部
総合企画部
コンプライアンス統括室
総　務　部
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統合的リスク管理委員会

常勤理事会

理事会

信用リスク・資産査定 流動リスク 市場リスク自己資本管理
（リスク配賦）

オペレーショナル・リスク
（事務・システム・法務・風評）

審査部 資産管理部 総務部 総合企画部 法務室 営業推進部

債権対策
委員会

自己査定
委員会 ＡＬＭ委員会（ＡＬＭ作業部会） 事務改善委員会

コンプラアインス
統括室

●リスク管理体系

　この制度は平成14年３月までは預金が全額保護されましたが、平成14年４月以降定期性預金については
1,000万円とその利息まで、平成17年４月以降は決済性預金を除いた要求性預金と定期性預金を合算して
1,000万円とその利息まで保護される制度に変わりました。
　そのため、当金庫はあらゆるリスクに耐えられる体質を築くため、不良債権の早期解消に努め、皆様に安心
してお取り引き願い、信頼される金庫として役職員一同努力しております。

●ペイオフについて

　倉吉信用金庫は、お客さまの利益を保護し利便性の向上を図るため、以下の事項について誠実に取り組み、
お客さまの視点に立った業務運営が確保できるよう、たゆまぬ改善活動に努めてまいります。

　１．�当金庫は、法令やルールを厳正に遵守し、社会規範に則り、誠実かつ公正な企業活動を遂行します。ま
た、お客さまの正当な利益の保護や利便性の向上にむけて継続的な取組を行ってまいります。

　２．�当金庫は、お客さまへの説明を要する全ての取引や商品について、そのご理解やご経験、資産の状況等
に応じた適正な情報提供と商品説明を行います。

　３．�当金庫は、お客さまからのご意見や苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまのご理解と信
頼を得られるよう努めるとともに、お客さまの正当な利益が保護されるように努めてまいります。

　４．�当金庫は、お客さまの情報を適正かつ適法な手段で取得し、法令等で定める場合を除き利用目的の範囲
を超えた取扱いやお客さまの同意を得ることなく外部への提供を行いません。また、お客さまの情報
を正確に保つよう努めるとともに、情報への不正なアクセスや情報の流出・紛失等の防止のため、必要
かつ適切な措置を講じてまいります。

●顧客保護等管理方針

3．その他の業務運営の取組み
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　金融取引においては、公正な競争の確保、顧客情報の厳正な取り扱い、インサイダー取引の禁止、マネー・ロ
ンダリングの防止など、遵守すべき法令やル−ルが数多く存在するほか、信用金庫とその役職員は、社会的規
範を逸脱するような営業活動を慎み、良識ある営業姿勢を維持する社会的責任を負っています。
　法令等遵守（コンプライアンス）とは、こうした法令やル−ルを厳格に遵守するとともに社会的規範を全う
することをいいます。そのため、倉吉信用金庫では法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題と位
置づけ、誠実かつ公正な営業活動を行うことが取引先の皆様から「信頼と安心」をいただき、今以上の「絆」を深
めることに繋がると考えます。
　このような考えに基づいて、当金庫役職員の行動規範や組織体制、庫内ル−ルを定めるとともに、資質を向
上させるため、研修や資格取得の奨励等様々な施策を実施しております。
　また、平成18年4月1日から公益通報者保護法が施行され、これに伴って、コンプライアンス違反行為等
の通報者保護を金庫規定上明文化するなど、これまで以上にコンプライアンス重視の金庫経営方針の強化を
行っております。

●法令等遵守体制（コンプライアンス体制）について

　信用金庫の３つのビジョン「中小企業の健全な発展」「豊かな国民生活の実現」「地域社会発展への奉仕」
を実現するため地域金融機関として、多くの皆様にご利用いただくため次のことをお約束いたします。
　・地元中小企業及び住民の皆様の専門金融に徹します。
　・地元の皆様優先に徹します。
　・地元の皆様に合致した商品を提供します。
　・貸出を通じあらゆる相談に応じます。
　・誠実で公正な対応をいたします。

●貸出運営についての考え方

１．信用金庫のもつ社会的責任と公共的使命を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に努める。
２．�経済活動を支えるインフラとしての機能はもとより、創意と工夫を活かし、お客さまのニーズに応えるとと

もに、セキュリティ・レベルにも十分配慮した質の高い金融および非金融サービスの提供等を通じて、地域経
済・地域社会の発展に貢献する。

３．�あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実かつ公正な業務運営を遂
行する。

４．�経営等の情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、広く地域社会とのコミュニケーションの充実を図る。
５．従業員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保する。
６．�資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、

環境問題に積極的に取り組む。
７．�信用金庫が社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、社会と共に歩む「良き企業市民」

として、積極的に社会貢献活動に取り組む。
８．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除する。

くらしんの行動綱領

　５．�当金庫は、業務を外部業者に委託するにあたっては、お客さまの情報の管理やお客さまへの対応が適切
に行われるよう努めてまいります。

　◇本方針において「お客さま」とは、「当金庫をご利用されている方およびご利用しようとされている方」を
意味します。

　◇お客さま保護の必要性のある業務は、与信取引、預金等の受入れ、金融商品の販売、仲介、募集等のお客さ
まと当金庫との間で行われるすべての取引に関する業務です。
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金融商品に係る勧誘方針

１．�当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、
適正な情報の提供と商品説明をいたします。

２．�金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客様に適
正な判断をしていただくために、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。

３．�当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、
研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。     

４．当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
５．�金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点がございましたら、お近くの窓口までお問い

合わせください。

　当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の適正
の確保を図ることとします。

●金融ＡＤＲ制度への対応

苦情処理措置

　当金庫は、お客様からの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容
をホームページ等で公表しています。
　苦情は、当金庫営業日（９時～17時）に営業店（電話番号は59ページ参照）またはコンプライアンス統括室（電話：
0858－22－1111）にお申し出ください。

紛争解決措置

　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記コンプライアンス統括室または全国しんきん相談所（９時～17時、
電話：03－3517－5825）にお申し出があれば、東京弁護士会（電話：03－3581－0031）、第一東京弁護士会（電話：
03－3595－8588）、第二東京弁護士会（電話：03－3581－2249）の仲裁センター等にお取次ぎいたします。また、
お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以
外の各地お客さまにもご利用いただけます。
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●自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

項　　　　　　目 平成21年度 平成22年度
（ 自 己 資 本 ）
出 資 金 631 639

う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 － －
優 先 出 資 申 込 証 拠 金 － －
資 本 準 備 金 － －
そ の 他 資 本 剰 余 金 － －
利 益 準 備 金 631 639
特 別 積 立 金 1,192 1,362
次 期 繰 越 金 52 55
そ の 他 － －
処 分 未 済 持 分 － －
自 己 優 先 出 資 － －
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 － －
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 － －
営 業 権 相 当 額 － －
の れ ん 相 当 額 － －
企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る 無 形 固 定 資 産 相 当 額 － －
証券化取引により増加した自己資本に相当する額 － －
基 本 的 項 目 （ Ａ ） 2,507 2,697
土 地 の 再 評 価 額 と 再 評 価 の 直 前
の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 45 ％ 相 当 額 113 113

一 般 貸 倒 引 当 金 203 100
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 － －

負 債 性 資 本 調 達 手 段 － －
期 限 付 劣 後 債 務 及 び 期 限 付 優 先 出 資 － －

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △13 －
補 完 的 項 目 （ Ｂ ） 303 213
自 己 資 本 総 額［（ Ａ ） ＋（ Ｂ ）］（ Ｃ ） 2,811 2,911
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 258 258

負 債 性 資 本 調 達 手 段 及 び こ れ に 準 ず る も の － －
期限付劣後債務及び期限付優先出資並びにこれらに準ずるもの 100 100

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として用
いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額 － －
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券
化エクスポージャー及び信用補完機能を持つ I/Oストリップ
ス（告示第247条を準用する場合を含む。）

－ －

控 除 項 目 不 算 入 額 △258 △ 258
控 除 項 目 計 （ Ｄ ） － －
自 己 資 本 額［（ Ｃ ） −（ Ｄ ）］（ Ｅ ） 2,811 2,911
（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス 項 目 ） 27,096 25,576
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 797 644
オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 2,461 2,388
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 － －
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 － －
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ Ｆ ） 30,356 28,609
単 体 Ｔ ｉ ｅ ｒ １ 比 率（ Ａ ／ Ｆ ） 8.26% 9.42%
単 体 自 己 資 本 比 率 （ Ｅ ／ Ｆ ） 9.26% 10.17%

（注）�「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照
らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうか判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。なお、
当金庫は国内基準を採用しております。

　　�　平成21年度および平成22年度については、自己資本比率規制の一部を弾力化する特例（平成20年金融庁告示第79号）に基づき、「その他
有価証券の評価差損」を基本的項目から控除しておりません。なお、「その他有価証券の評価差損」の額（平成21年度：69百万円、平成22年度：
97百万円）を控除して計算した場合には、自己資本比率はそれぞれ9.03％、9.83％となります。
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●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

（注）�１．所要自己資本の額＝リスクアセット× 4%
２．�「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．�「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外

国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州
中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。

４．�「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソ
ブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが 150％になったエクスポージャーのことです。

５．オペレーショナルリスクの算定方法は、当金庫は基礎的手法を採用しており、オペレーショナルリスク相当額を８％で除した額です。

平成21年度 平成22年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．�信用リスクアセット・所要自己
資本の合計額 27,894 1,115 26,220 1,048

①�標準的手法が適用されるポー
トフォリオごとのエクスポー
ジャー

27,894 1,115 26,220 1,048

（Ⅰ）ソブリン向け 119 4 129 5

（Ⅱ）金融機関向け 4,968 198 3,644 145

（Ⅲ）法人等向け 9,907 396 9,127 365

（Ⅳ）中小企業等・個人向け 4,920 196 5,391 215

（Ⅴ）抵当権付住宅ローン 2,627 105 2,457 98

（Ⅵ）不動産取得等事業向け 1,138 45 1,242 49

（Ⅶ）三月以上延滞等 1,135 45 1,056 42

（Ⅷ）その他 3,077 123 3,170 126

②証券化エクスポージャー − − − −

ロ．オペレーショナル・リスク 2,461 98 2,388 95

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 30,356 1,214 28,609 1,144
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　 ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

期首残高 当　期
増加額

当期減少額 期末残高目的使用 その他

一般貸倒引当金 平成 21 年度 195 203 － 195 203
平成 22 年度 203 100 － 203 100

個別貸倒引当金 平成 21 年度 1,312 1,227 235 1,077 1,227
平成 22 年度 1,227 1,170 217 1,009 1,170

合　　計 平成 21 年度 1,508 1,430 235 1,273 1,430
平成 22 年度 1,430 1,270 217 1,212 1,270

（注）�１．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除きます。
２．�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポー

ジャーのことです。
３．�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困

難なエクスポージャーです。
４．�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ以
外のオフ・バランス取引

債　　　券

21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度
国 内 76,370 76,498 41,212 41,114 7,756 10,051 2,072 1,974
国 外 1,200 900 － － 1,200 900 － －
地 区 別 計 77,570 77,398 41,212 41,114 8,956 10,951 2,072 1,974
製 造 業 3,109 2,898 2,882 2,758 117 － 310 205
農 業 、 林 業 251 386 251 386 － － － －
漁 業 1 1 1 1 － － 1 1
鉱業、採石業、砂利採取業 59 56 59 56 － － 1 －
建 設 業 5,124 4,725 5,124 4,725 － － 414 519
電気、ガス、熱供給、水道業 1,161 1,020 48 108 1,112 909 － －
情 報 通 信 業 17 18 9 10 － － － －
運 輸 業、 郵 便 業 1,058 968 1,020 948 － － 36 35
卸 売 業、 小 売 業 4,368 3,701 3,556 3,479 812 202 313 276
金 融 業、 保 険 業 26,343 19,611 1,548 953 2,109 1,811 － －
不 動 産 業 4,033 3,838 4,033 3,832 － － 373 362
物 品 賃 貸 業 62 52 62 51 － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 214 183 214 183 － － － －
宿 泊 業 445 416 445 416 － － 132 121
飲 食 業 837 791 837 791 － － 115 87
生活関連サービス業、娯楽業 754 801 754 801 － － 66 36
教 育、 学 習 支 援 業 278 264 278 264 － － 13 13
医 療 、 福 祉 1,413 1,786 1,413 1,786 － － － －
その他のサービス 2,261 2,412 2,247 2,391 － － 58 73
国、地方公共団体等 10,702 18,057 4,349 4,772 4,805 8,028 － －
個 人 11,969 12,288 11,969 12,288 － － 232 242
そ の 他 3,099 3,116 101 105 － － － －
業 種 別 合 計 77,570 77,398 41,212 41,114 8,956 10,951 2,072 1,974
１ 年 以 下 18,813 15,674 6,542 6,005 1,065 663
１ 年 超 ３ 年 以 下 10,367 11,443 4,345 4,705 2,107 1,802
３ 年 超 ５ 年 以 下 5,397 5,555 3,389 2,963 1,928 2,492
５年超１０年以下 13,491 17,302 10,634 12,026 2,564 5,008
１０年超２０年以下 11,487 9,972 10,197 8,987 1,290 985
２ ０　　 年　　 超 5,365 5,557 5,365 5,557 － －
期間の定めのないもの 12,647 11,891 738 868 － － 
残 存 期 間 別 合 計 77,570 77,398 41,212 41,114 8,956 10,951 

　 イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
＜業種別及び残存期間別＞

●信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）
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　 ハ．貸出金償却の額
貸出金償却 （単位：百万円）

（注）１．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　 ２．�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度 21 年度 22 年度
製 造 業 233 288 288 250 19 88 213 199 288 250 32 9
農 業、 林 業 5 － － － － － － － 0 － － －
漁 業 － 0 0 0 － － － 0 0 0 － －
鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業 － － － － － － － － － － － －

建 設 業 491 515 515 489 23 99 468 415 515 489 22 8
電気・ガス・熱
供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
運輸業、郵便業 10 11 11 22 － － 10 11 11 22 － －
卸売業、小売業 239 98 98 76 145 14 93 84 98 76 41 7
金融業、保険業 － － － － － － － － － － － －
不 動 産 業 24 57 57 67 － 1 24 56 57 67 21 －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － － － －
学術研究、専門・
技術サービス業 － － － － － － － － － － － －

宿 泊 業 92 54 54 54 28 － 64 54 54 54 － －
飲 食 業 27 44 44 46 － － 27 44 44 46 － －
生活関連サービ
ス業、娯楽業 22 28 28 24 － － 22 24 28 24 － －

教育、学習支援業 13 13 13 13 － － 13 13 13 13 － －
医 療、 福 祉 － － － － － － － － － － － －
その他のサービス 27 17 17 28 8 1 18 20 17 28 － －
国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － －
個 人 124 96 96 92 9 12 114 83 96 92 8 5
合 計 1,312 1,227 1,227 1,170 235 217 1,077 1,009 1,227 1,170 126 30

（単位：百万円）

平成 21 年度 126,124
平成 22 年度 30,940

（注）�記載金額は、損益計算書上の「貸出金償却」の
額と一致する。

　 ニ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
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告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
平成 21 年度 平成 22 年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0% － 10,899 － 18,241 
10% 1,199 － 1,296 － 
20% 1,854 24,879 1,601 18,252
35% － 7,379 － 6,924
50% 2,144 1,132 1,872 982
75% － 10,505 － 10,853
100% 16 17,229 － 16,901
150% － 328 － 472

合　計 77,570 77,398

　 ホ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：百万円）

（注）１�．�格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２�．�エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスクウェイトに区分しています。

●信用リスク削減手法に関する事項
　 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。	

●出資等エクスポージャーに関する事項
　 イ．貸借対照表計上額及び時価

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　 該当ございません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
　 該当ございません。

　 　　　該当ございません。

（単位：百万円）

　 ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額	（単位：百万円）

　 ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額	

　 ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　　　　証
平成 21 年度 平成 22 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー 1,505 1,411 28 24

区　　　分 平成 21 年度 平成 22 年度
貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

上 場 株 式 等 194 194 200 200
非 上 場 株 式 等 299 － 296 －
合 計 493 194 496 200

平成 21 年度 平成 22 年度
売 却 益 94 11
売 却 損 7 1
償 却 1 7

平成 21 年度 平成 22 年度
評 価 損 益 △ 14 △ 20

（単位：百万円）

（注）１．非上場株式等は、非上場株式のほか信金中央金庫普通出資金、投資事業組合出資持分等です。
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くらしんの経営内容Q&A
Q 金融機関の健全性をあらわす自己資

本比率はどうなっていますか？

A 　平成22年度の自己資本比率は、国内基準の４％を
大きく上回る10.17％となりました。

Q 預金・貸出金の状況はどうでしたか？

A
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（平成23年3月末）

預
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貸
金

70,145

40,642

69,462 70,670 70,846

38,917 40,080 40,265

収益・利益の状況は？Q
A 　平成22年度の状況は、地区内の景気低迷が続く中、

事業先融資、個人ローン、地方公共団体融資に取り組
み、貸出金は平残で450百万円増加しましたが、貸出
金利回りの低下により貸出金利息収入は減少、加え
て余資運用も低調に推移し、経常収益は前年比219 
百万円減（12.48％減）の1,535百万円となりまし
た。しかしながら、資金調達費用が減少したことに
加えて、信用リスク管理に注力した結果、経常費用は
前年比258百万円減（16.11％減)の1,344百万円と
なり、経常利益は前年比39百万円増（26.02％増）の
190百万円を計上し、当期純利益は前年比43百万円
増（26.99％増）の206百万円となりました。
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■経常利益
　（単位：千円）

　（単位：千円）
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162,930

206,919

■当期純利益

（単位：千円）

　預金積金は、長引く景気の低迷や取引企業の業績不
振等厳しい環境の中、法人預金は443百万円増、金融
機関預金も36百万円増、公金預金は202百万円減と
なりました。また個人預金は、個人を中心とした地域
との絆を深めることを基本として、年金、給振、公共料
金の自振等の家計メイン化推進に取り組みましたが、
雇用・所得情勢の悪化を背景として101百万円減とな
り、平成22年度期末預金積金残高は前年比176百万
円増（0.24%増）の70,846百万円となりました。
　貸出金は、不透明な景況感を反映して、公共投資の
減少、設備投資の減退、個人消費の低迷、雇用・所得情
勢の悪化など企業、家計を取り巻く環境は厳しく、事
業者向けの資金需要が減少する中で法人向け貸出金
は運転資金を中心に、個人向け貸出金は、住宅ローン、
マイカーローン、教育ローン、カードローン等に注力
し推進いたしました。全店一丸となって法人向け・個
人向け・地方公共団体向けの貸出金を積極的に取り組
み、また一方では不良債権の処理、オフバランス化を
前向きに行った結果、平成22年度期末貸出金残高は
前年比185百万円増（0.46%増）の40,265百万円と
なりました。
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Q 有価証券の時価状況は？

A 　当金庫の有価証券運用に対するスタンスは安全
性を最重要視しています。
　そのため運用は主に債券中心で行っております。
平成22年度は前年度に比べ市場金利が低下し、債
券の評価益は増加しましたが、株価が下落した為、
有価証券全体の評価差額（含み損益）は△97百万円
となりました。

Q 資産内容は？

A 　金融再生法による開示債権額は、貸借対照表の貸
出金およびその他資産の中の未収利息、仮払金およ
び債務保証見返の各勘定に区分したもので、下記の
問題となる債権に対し、貸倒引当金および担保・保証
等で97.77％保全されています。

①金融再生法に基づく開示債権と保全状況
　（平 23 年 3 月 31 日現在）

（単位：百万円）

■有価証券の時価状況（平成23年3月31日現在）

■有価証券の保有割合

②開示債権の構成比

（単位：百万円）

（単位：百万円）

〈用語解説〉
　●破産更正債権およびこれらに準ずる債権
　　�破産、会社更正、民事再生等申立の事由により経営破

綻に陥っている債権者に対する債権およびこれらに
準ずる債権です。

　●危険債権
　　�債務者が経営破綻の状態に至ってはいないが、財政状

態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収および利息の受け取りができない可能性の高
い債権です。

　●要管理債権
　　�自己査定において要注意先に区分された債務者に対

する債権のうち、３ヶ月以上延滞債権および貸出条件
緩和債権に該当するものをいいます。

国債
14.6％

株式  2.0％
その他
12.0％

公社公団債
11.9％

地方債
25.6％

事業債
12.1％

政保債
16.6％

債券
86.0％

金融債
5.2％

有価証券
11,698
百万円

正常債権（91.18％）
（37,553百万円）

破産更生債権および
これらに準ずる債権（5.40％）
（2,226百万円）

危険債権（3.40％）
（1,403百万円）
要管理債権（0％）
（0円）

区 分 取得原価
（償却原価）

貸借対照表
計上額 差　　額

株 式 257 237 △ 20

債 券 9,995 10,051 55

国 債 1,685 1,702 16

地方債 2,984 2,990 6

社 債 5,325 5,358 32

そ の 他 1,542 1,409 △ 133

合 計 11,795 11,698 △ 97

残高

破産更正債権およびこれら
に準ずる債権 2,226

危険債権 1,403
要管理債権 －

小計……（A） 3,630
正常債権 37,553

合　計 41,183

保全額……（B） 3,549
担保・保証等 2,383
貸倒引当金 1,165

保全率（B）/（A） 97.77%

Q どんな先に貸出を行っているのですか？

A 　「地元になくてはならないくらしん」として、地元で
集めた預金は地元の方々にご利用いただいていま
す。地域経済の発展を願い、中小企業や個人のお客
様へのご融資を行っています。

製造業
6.7％

農林水産業  0.6％
鉱業  0.1％

建設業
11.2％

卸小売業  8.2％

金融保険業  2.4％

不動産業  8.2％

運輸業  2.0％

電力ガス水道業
0.3％

サービス業
15.5％

地方公共団体  11.8％

その他（個人）
33.0％

■貸出業種別内訳
（平成23年3月31日現在）
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倉吉信用金庫と地域社会
　当金庫は鳥取県中部を主な事業区域として地元の中小企業や住民が会員となって、お互いに助け合い、
お互いに発展して行くことを共通の理念として運営されている相互扶助の金融機関であります。
　地元のお客様からお預かりした大切な資金は、地元で資金を必要とするお客様に融資を行って、事業や
生活の繁栄のお手伝いをすると共に、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民の皆様との強い絆と
ネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めており、貸出金の預金積金に占める割合（預貸率）
は56.83％となっております。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育、スポーツの振興
といった分野にも積極的に取り組み地域貢献を実行しております。

●預金積金に関する事項（地域からの資金調達の状況）
 
　当金庫では、地域の皆様の資産作りのお手伝いとして、お客様の生活設計・資産形成・事業の発展に寄与す
る商品を揃えて、窓口にお運び頂くことは勿論、ご自宅・事務所にお伺いし、地域の皆様の要望にお応えしてお
ります。
商品明細に付きましては28ページに詳しく掲載しております。
［預金積金残高：70,846百万円］（平成23年3月31日現在）

●貸出金以外の運用に関する事項
 
　貸出金以外の運用については、信金中金等への預け金と有価証券への投資を行っております。常に安全性
を第一に心がけ、投資先のデフォルトリスクに対応できるよう、投資先を分散して運用しております。
 　　［預け金残高：21,829百万円］　［有価証券残高：11,698百万円］　［その他運用残高：240百万円］　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成23年3月31日現在）

●貸出金に関する事項（地域への資金供給の状況）
 
　地域からお預け頂いた資金は、地域のお客様のニーズに応え、地域の活性化に資する為に地域に還元し、
中小企業の健全な発展と、地域の皆様の健全な繁栄に役立てて頂く事を運用の基本として位置づけ、設備投
資から運転資金に至る事業資金は勿論、地域の再生に貢献する各種商品を揃えております。
　また、個人のお客様へは資産形成と生活向上を目的とした各種ローンを準備しております。
　融資形態は事業用の設備資金が6,098百万円、運転資金が16,124百万円、個人の住宅ローンが7,681
百万円、消費者ローンが1,476百万円、地方公共団体融資が4,763百万円となっております。
商品明細に付きましては29・30ページに詳しく掲載しております。
［貸出金残高：40,265百万円］（平成23年3月31日現在）［預金積金に占める貸出金の割合56.83％］

●取引先への支援等（地域とのつながり）
 
　当金庫は鳥取大学をはじめ政府系金融機関、中小企業診断士協会、TKC税理士会等との連携契約を締結
し、景気低迷の現在様々な問題を抱えておられるお客様へ経営の改善策や創業に対するアドバイス・支援を全
店的に実施しております。特に再生担当を設けて企業の経営改善に取り組んでおります。
　お客様ネットワークの取り組みとして、「ベンチャーリンク」や「しんきんビジネスマッチングサービス」を活
用してビジネスマッチングの場を設けております。
　その他、各営業店に経営者の会、年金受給者の会や経営者の婦人を対象とした「さざなみ会」を組織して、
会員相互の親睦と情報交換の場所を提供しております。
　また、あらゆる相談所として「法律相談」「税務相談」「年金相談」等の相談日を定期的に開催し、地域の皆
様の相談に対応しております。
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し、景気低迷の現在様々な問題を抱えておられるお客様へ経営の改善策や創業に対するアドバイス・支援を全
店的に実施しております。特に再生担当を設けて企業の経営改善に取り組んでおります。
　お客様ネットワークの取り組みとして、「ベンチャーリンク」や「しんきんビジネスマッチングサービス」を活
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１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化
《取組方針》
　地域金融機関としての特性を発揮し、地域情報ネットワークの活用と、継続的取引関係を通じ、取引先
中小企業の創業から成長段階（ライフサイクル）に応じたきめ細かい支援を行うことで、地域の金融円滑
化の役割を担っていく。

●創業、新事業への積極的な支援
・創業、新分野進出に対しては、地域情報ネットワーク生かし、積極的に対応しました。
　　新規参入・新分野進出資金　３件、14 百万円

●事業及び企業の積極的な再生支援
貸出条件の変更に積極的かつ柔軟な対応
・中小企業金融円滑化対応として、取引先の資金繰り改善を目的として、積極的に対応しました。
　　条件変更対応先　219 件、2,720 百万円

鳥取県中小企業再生支援協議会の積極的な活用
・�平成 22 年度当金庫の取引先の再生支援協議会案件は１先であり、再生支援協議会からの改善計画書の提

出によって、１先条件変更を行いました。

産、官、学、金との情報ネットワークを活用した、地域の取引企業への支援
・�平成 18 年７月に鳥取大学との間で中小企業支援にむけた業務連携協力を結び、大学、県、金融機関が会

する鳥取大学産官学連携推進室連絡会に参加して企業の経営改善につながるような案件発掘に向けた、情
報交換を行っています。

・�商工会議所が中心となって運営している産・官・学・金の会「中部元気クラブ」に役員はじめ部店長が参
加して、積極的に情報交換しています。

再生支援先の経営改善指導
・�平成 22 年度は経営支援先 28 先を定め、うち 7 先を重点先とし経営改善指導の取組を実施し、経営者と

のヒアリングや、計画の進捗状況の検討を行いました。

・経営改善支援に税理士・鳥取県信用保証協会・他金融機関と協議し取組をしました。
・職員の改善支援能力向上を目指して、経営支援に関する各種資格取得の支援を行ないました。
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地域密着型金融の取組み状況（平成 22 年 4 月〜 23 年 3 月）

期初
債務者数

（除く正常
先）

うち
経営改善
支援取組
み先数

経営改善
支援取組
み率

ラ ン ク
アップ率

再生計画
策定率うち期末に債

務者区分がラ
ンクアップし
た先数

うち期末に債
務者区分が変
化しなかった
先数

うち再生計画
を策定した先
数

253 28 0 27 28 11.06％ 0％ 100％
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●取組事例
《資金繰り緩和を目的とした条件変更の実施》
取組みの動機・経緯
　Ａ社のキャッシュフローは毎期減少してきたことから、年間の返済額の負担が年々大きくなり、資金繰り
が悪化してきました。そこで資金繰り改善のため年間返済額の減額をすることとなりました。

取組みの内容
　当金庫が経営改善計画の骨子を作成、それを基に代表者、経理担当役員と協議しながら大幅な役員報酬の
削減を含めた経費の軽減、売上減少下での経営資源の見直し等、織り込んだ経営改善計画書を策定、これ
によりキャッシュフローを捻出することが可能となりました。そして、その計画に基づき年間返済額を年間
キャッシュフロー以下とする、取引金融機関別返済減額計画を策定しました。これにより、取引金融機関の
協力を得て、計画通り、条件緩和を実施することが出来ました。

成果・効果
　業況は概ね改善計画どおり進捗しており、資金繰りが改善されてきています。

評価及び課題
　金融債務の増加によらない資金繰り改善が長期的に財務内容の改善につながり、今後も地域金融機関とし
て積極的に取り組んでいく方針です。

2．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底
《取組方針》
　定性情報を含めた地域での情報を活かし、取引先の事業価値を見極める、いわゆる「目利き力」を発揮
することで、取引先中小企業に対して積極的に資金供給を行っていく。

●不動産担保、個人保証に過度に依存しない融資の推進
スコアリング商品及び売掛債権担保融資の推進と ABL の検討
　スコアリング商品として、鳥取県信用保証協会、県下３金庫が連携し開発した、統一商品であるビジネス
プライムローンを推進しました。
　　平成 22 年度新規取扱件数　４件、12 百万円
　また、売掛債権担保融資として、11 件、90 百万円を取り扱いました。

シンジケートローンの組成と参加
　シンジケートローンの組成、参加実績はありませんでした。

目利き能力の向上
　平成 22 年６月９日、融資レベルアップ研修として鳥取県信用保証協会と連携した研修を 20 名の出席で
実施しました。
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●取組事例
《スコアリング商品の推進》
取組みの動機・経緯
　地元中小企業に対し積極的な支援を行うため、鳥取県信用保証協会、鳥取県下３金庫が連携し、担保や保
証に依存しない、信金業界の格付であるＳＤＢのスコアリングを活用した県下統一の融資商品を開発し、金
庫も取扱を開始しました。

取組みの内容
　信金業界の格付であるＳＤＢの格付を活用し、鳥取県 3 金庫、鳥取県信用保証協会が提携して取り組み
した統一商品です。ＳＤＢスコアリングモデルによる評価が「Ｓ７」以上の法人を対象とし、金額 10 百万
円以内、期間５年以内、原則担保不要、保証人原則代表者のみを要件としています。

成果・効果
　平成 22 年度の新規取扱件数は、４件、12 百万円でした。比較的小規模企業の資金繰り緩和、資金支援
に効果がありました。

評価及び課題
　多くの地元のお客さまを対象とした商品であり、地域期密着型の融資であると考えています。地域中小企
業の資金ニーズに対応するため、事業融資のコア商品として今後も推進していきます。

3．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
《取組方針》
　この地域のみが信用金庫の生きる地であり、金融の仲介は当然として、親睦、研修、情報交換、ボランティ
ア等さまざまの面で中心的な役目を果たし、顧客・地域の活力作りに貢献することにより、地域に必要と
される金融機関でありたい。

●地域貢献に資するイベント、行事を開催と、地元行事への積極的な参加
・�文化・芸術の発展と街の賑わい創出に向けて、地元新聞社が主催する著名人による写真、絵画等の展覧会

の協賛を継続しています。平成 22 年度は、10 月２日～ 11 月５日にかけて開催された「３Ｄランド展」
に協賛し、１万人の方に来場いただき地域活性化への貢献を行いました。また、平成 23 年のくらしんカ
レンダーは、「白壁土蔵」を題材として１万枚を作成・配布しました。

・�地域経済の活性化を図るため、地元企業での買い物、発注を推奨する「地賛地商」をスローガンにした運動
を展開し、ＰＲポスター 3,000 枚を作成し、賛同する取引先企業、公共施設等に配布しました。なお、同
ポスターは、全国信栄懇話会のＰＲコンクールに出展し、ポスター部門の最優秀賞である全信懇会長賞を受
賞いたしました。

・�各営業店で経営者・経営者の奥様、お年寄りの会等の外郭団体がある他、本部の運営による囲碁・ゴルフ
の同好会等、約 1,800 名の会員がおられます。それぞれ会長以下の役員により情報交換、研修会、親睦会、
研修旅行等を、趣向を凝らして活発に運営実施しています。当金庫は人を充て、会員と深いパイプをつな
ぎながら、会員と一緒になって運営しています。

●ビジネスマッチングの推進
・�山陰 6 信金合同により「第 1 回山陰しんきんビジネスフェア」を開催し、当金庫からもお取引先企業に

出展していただき、地元バイヤーをはじめとして、全国のバイヤーとのマッチングを図り、多くの引き合
いや商談が成立しました。

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
MANAGEMENT
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●取組事例
《ビジネスマッチングイベントの開催》
取組みの動機・経緯
　平成 22 年９月２日～３日、「東京ビジネスサミット」にお取引先企業の食料品を出展していただき、全
国の参加者とのマッチングを図りました。取引先企業の販路拡大の支援強化を通じて、企業を活性化させ、
ひいては地域活性化につなげていくことを目的に、10 月 28 日～ 29 日に松江くにびきメッセにて山陰地
区 6 信金合同による「第 2 回山陰しんきんビジネスフェア」を開催する予定です。

取組みの内容
・��「第１回山陰しんきんビジネスフェア」は、「食のふるさと山陰」をテーマに山陰地区の食品加工業者 99 社、

バイヤー 152 社が参加しました。また、2 日間で一般来場者も 6,289 人あり大盛況でした。
・当金庫のお取引先からも、10 社の食品加工業者に参加していただきました。
・当金庫職員もビジネスフェア期間中、各出展業者に帯同しＰＲ活動、販売のサポートを行いました。

成果・効果
・�「第１回山陰しんきんビジネスフェア」は、当金庫出展企業 10 社の内、フェア期間中に商談成立企業が

3 先あり、交渉継続企業も 38 先ありました。
・「第２回山陰しんきんビジネスフェア」は、当金庫のお取引先 12 社の出店を予定しています。

評価及び課題
・�「第１回山陰しんきんビジネスフェア」については、参加企業の評価も高く、今後とも継続した開催を望

む意見が多数ありました。また、一般来場者にも好評でした。
・�「持続可能な地域経済への貢献」として、ビジネスマッチングイベントの開催は、継続して開催し、今後

とも企業・地域にとって、より実効的で成果の上がる方策を求めていきます。

第１回山陰しんきんビジネスフェア
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　当金庫では、地域金融機関として、「地域
と共に生きる」をテーマに金融サービスの提
供を通じ、地元企業の発展や、地域にお住ま
いの皆様の生活の向上、豊かで活力ある地域
社会の実現を願い、商工会議所等各種団体に
入会して活動する他、地域のイベント活動や
社会福祉活動に参加しています。

　信用金庫法が公布・施行された日にちなみ、6月
15日を「信用金庫の日」として、全店一斉による周辺
道路や公共施設のクリーン活動を実施すると共に、
営業店ロビーでのお取引先の作品展や、日ごろの感
謝を込めて多彩なイベントを催し、明るく親しみや
すい窓口でお客様をお迎えしています。

●6月15日「信用金庫の日」

地域貢献活動

　新春に日本棋院のプロ棋士を招き、年４回開催している囲碁大会
をはじめ、ゴルフコンペ、健康ウォーク、グラウンドゴルフ大会等の
イベントを定期的に提供し、大勢の方々に参加いただいています。

●イベントの提供

「信用金庫の日」全店一斉クリーン活動

チャリティーイベントの実施

新春くらしん囲碁好友会大会くらしん健康ウォーク
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社会福祉活動

　地域の社会福祉への貢献活動として、福
祉施設等へ新米を寄贈しているほか、歳末
助け合い街頭募金を毎年行っております。

　新年を気持ちよく迎えていただくために、
毎年福祉施設等に新米を寄贈しています。

●新米寄贈

　くらよし打吹まつりでは、職員の「みつぼし踊
り」参加により、地域の方々と共に祭りを盛り上
げています。また、各地域で行われる行事には支
店単位でも積極的に参加しています。

●地域の祭りへの積極参加

募金活動

福祉施設の清掃活動

新米贈呈

みつぼし踊りに参加

　ヤングコアでは、毎年中部地区を中心に歳末
助け合い募金を行っており、集まった皆様の善
意の募金は地元の福祉施設等に寄贈されて地域
の皆様のお役に立っています。

●ボランティア活動　

　当金庫西倉吉支店では、平成18年度より、ま
た21年8月より本店営業部でも毎週欠かさず
店舗周辺道路の清掃活動を行っております。
　さらに、平成21年１月より月に１回、東郷支
店が「東郷池を守り育てるアダプトプログラム」
に参加し、東郷池周辺の環境美化活動を実施して
います。

●地域の環境美化活動を実施
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営
業
の
ご
案
内　

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
SERVICE

預金業務

■１．�当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品
の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提
供と商品説明をいたします。

■２．�金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決め
いただきます。その際、当金庫は、お客様に適正な判断をして
いただくために、当該商品の重要事項について説明をいたします。

■３．�当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異
なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じ
て役職員の知識の向上に努めます。

■４．�当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧
誘は行いません。

■５．�金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点
がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

金融商品に係る勧誘方針

種　　類 内容・特色 預入期間 預入金額

当座預金 手形や小切手をご利用になれる預金です。会社・商店の
お取引に便利です。 出し入れ自由 １円以上

決済用預金
（無利息型普通預金）

「預金まもるくん」、利息は付きませんが預金保険制度に
より、ペイオフ解禁後も大切な預金が全額保護されます。 出し入れ自由 １円以上

普通預金
給与・年金等のお受取りや、公共料金等の自動支払が可能
で、キャッシュカードをセットするとさらに便利です。
お財布代わりにご利用ください。

出し入れ自由 １円以上

総合口座
普通預金と定期預金を一冊の通帳にセット。「貯める、使
う、借りる、支払う」が一冊の通帳でできます。（個人の方
に限定）

出し入れ自由 １円以上

貯蓄預金 個人の方が対象で普通預金金利より有利な金利が残高金
額段階別に適用され、普通預金なみに出し入れ自由です。 出し入れ自由 １円以上

納税準備預金 納税資金を計画的に準備していただくための預金で、お
利息に税金はかかりません。

引き出しは
納税時のみ １円以上

通知預金 まとまったお金の短期間運用に適しています。 ７日以上 5,000円以上

定
期
預
金

スーパー定期
1,000万円未満の資金の運用に適した定期預金です。個
人向けの期間３年以上は、有利な半年複利をご利用いた
だけます。

１か月以上
５年以内

1,000円以上
1,000万円未満

変動金利定期預金
預入日から６ヶ月ごとにその時点の金利情勢で金利が変
動する定期預金です。個人向けの期間３年は、有利な半
年複利をご利用いただけます。

１年、２年、
３年 1,000円以上

期日指定定期預金 １年複利の有利な定期預金です。１年経過すれば満期日
を指定でき、一部引き出しも可能です。 最長３年 1,000円以上

300万円未満

大口定期預金 大口資金の運用に適した定期預金です。 １か月以上
５年以内 1,000万円以上

財
形
貯
蓄

一般財形預金 貯蓄目的は自由。お利息は課税扱いですが、預金の一部
支払いや、財形進学融資等特典があります。 ３年以上 1,000円以上

財形年金預金 老後の資産形成のための預金で、財形住宅預金と合わせ
て元金550万円までお利息に税金がかかりません。 ５年以上 1,000円以上

財形住宅預金
マイホーム購入、建替資金形成のための預金で、財形年金
預金と合わせて元金550万円までお利息に税金がかかり
ません。

５年以上 1,000円以上

定期積金
将来の目的に合わせて、期間や金額を定めて原則毎月計
画的に積み立てていく預金です。３年以上の契約は利回
りが高くお得です。

６か月、１年、
２年、３年、４
年、５年

100円以上
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融資業務

種　　類 内容・特色 融資金額 返済期間

個
人
向
け
ロ
ー
ン

自
動
車
関
連

カーライフプラン
新車・中古車の購入資金をはじめ、自動車
免許取得費用や車検費用にもご利用いた
だけます。

500万円以内 ８年以内

マイカーローン 500万円以内 ７年以内

目的（マイカー）ローン 500万円以内 ７年以内

教
育
関
連

教育プラン
入学金、授業料等の学校納付金のほか、受
験費用、受験旅費、教科書代、下宿代等の
費用等にもご利用いただけます。
※�学資応援団は、当座貸越型の教育ロー

ンです。
※�教育パックは、50万円までの融資また

は当座貸越セットのいずれかを追加可能
です。

500万円以内
10年以内

（据置期間
4年7か月以内）

学資応援団 当貸
100〜500万円

８年４か月以内
（当貸最長
　４年６か月）

教育パック
証貸
500万円以内
当貸
50万円、100万円

証貸
10年以内

住
宅
関
連

住宅プラン
住宅の新築・購入、住宅用土地購入、住宅
のリフォーム、マンションの購入資金等
にご利用いただけます。
※�利率変動周期は3年型、5年型、10年型

のうちから選択いただけます。（一部
商品は選択いただけません）

5,000万円以内 35年以内

住宅ローン 3,000万円以内 35年以内

新型住宅ローン 5,000万円以内 35年以内

リフォームローン 500万円以内 10年以内

無担保借換専用住宅ローン 住宅ローンの借換えのための資金を無担
保でご利用いただけます。 1,000万円以内 15年以内

（残存期間内）

プロテクト・リフォームローン
住宅の増改築、バリアフリー改築、または
住宅設備機器・介護機器購入資金にもご
利用いただけます。

1,000万円以内 15年以内

コンパクトリフォーム・プラン
お住まいのリフォームにご利用いただけま
す。保証料不要、担保不要、家族保証で最
高500万円、ご返済期間最長10年

500万円以内 10年以内

使
途
自
由

個人ローン 旅行、レジャー、パソコンなどの耐久消費
財購入資金として、豊かな暮らし作りの
ためにご利用ください。

500万円以内 ８年以内

多目的ローン 300万円以内 ５年以内

フリーローンモア お使いみちは自由です。借換資金として
もご利用いただけます。 300万円以内 ７年以内

アシスト
お使いみちは自由です。借換資金として
ご利用いただけます。また、事業者の方
もご利用いただけます。

300万円以内 ７年以内

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

きゃっする３００ 健康で文化的な生活を営むための資金
をカード１枚でいつでもご利用いただ
けます。
※�スーパーエリートくんは公務員のお客

様専用です。

10〜300万円

３年
（原則、自動更新）マイプランカード 30万円、50万円

スーパーエリートくん 50万円、100万円
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営
業
の
ご
案
内　

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
SERVICE

融資業務

■１．�預金・ローン等の商品には変動金利商品のようにお客様の予想
に反して金利が上下するものがございますので、ご利用される
に当たってはそれぞれの商品やサービスの内容を職員にお尋ね
いただくなど、よくご確認の上ご利用をお願いします。

■２．�ローンのお申し込みについては、当金庫所定の審査がございま
す。審査の結果、ご期待にそえない場合がございます。

■３．�ローン等につきましては、ご本人の収入等から無理なくご返済
ができるよう計画的なご利用をお勧めいたします。

種　　類 内容・特色 融資金額 返済期間

決
済
機
能
充
実

個
人
向
け

家計まもるくん

ATM による借入を可能とし、公共料金の
口座振替時等に普通預金が残高不足の場
合にも自動的に極度額まで貸越すること
が可能です。生活資金決済用に大変便利
です。（随時返済、極度額 20 万円）（ただし、
事業用資金は除きます）

20 万円 ２年更新

事
業
者
向
け

経営まもるくん

普通預金セット型の当座貸越（プラス残の
時は普通預金口座、マイナス残の時は当
座貸越口座）です。
既存の普通預金口座に当座貸越機能を
セットし、払戻請求書による極度内の貸
越を可能にする他、口座振替時に残高が
不足する場合にも自動的に貸越となりま
す。法人または個人事業主（農業経営者
を含む）の方が対象です。

1,000 万円 １年更新

営農支援ドラフト
「豊作」

農業経営者（兼業農家含む）専用の当座
貸越口座。普通預金に当座貸越がセット
されており、利用極度の範囲内で融資が
受けられます。営農に必要な運転資金お
よび農業用機械、車輌等の設備資金とし
てご利用になれます。

500 万円 １年更新

種　　類 内容・特色

事
業
用
資
金

割引手形

手形貸付

証書貸付

当座貸越

皆様の事業の発展にお役に立つよう、さまざまなご融資の取扱をいたしており
ます。鳥取県信用保証協会との提携商品として「くらしんワイドサポートロー
ン」「ビジネスプライムローン」を取扱っています。また、毎年盆年末には皆様の
お役に立てるよう「盆特別融資」「年末特別融資」も取扱っております。事業者の
方には「事業者カードローン」また、新しい中小企業金融への取り組みとして、
TKC会員税理士会と連携して無担保の「TKCアドバイスローン」、農業経営者

（兼業農家含む）の皆様には当座貸越「豊作」をご用意しております。

制度資金
（県・市町村）

企業自立化支援資金・中小企業小口融資・企業立地促進資金・環境産業支援資
金・新規参入資金・チャレンジ応援資金等のほか特別対策資金として経営改善
対策特別資金等の各種制度融資を取扱っております。

代理貸付
信金中央金庫・㈱日本政策金融公庫・住宅金融支援機構・雇用能力開発機構・
中小企業基盤整備機構・勤労者退職金共済機構・福祉医療機構・商工組合中
央金庫などの各代理業務を取扱っております。
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●国内為替業務

●機能サービス
　送金為替、当座振込および代金取立等を取扱っております。

その他の業務

●保険窓販業務

キャッシュカード
サービス

ご利用時間、平日午前８時45分から午後７時まで、休日午前９時から午後５時まで（一部店舗を除
く）ご利用できます。全国の都市銀行、地方銀行、労働金庫など〔MICS〕マークのある金融機関は
もちろん、郵便局でもご利用いただけます。また、全国の信用金庫では、「しんきんゼロネットサー
ビス」により、平日の時間内（8時45分〜18時）および土曜日の時間内（9時〜14時）は手数料無
料にてご利用いただけます。さらに「さんいんネットサービス」の連携により、山陰合同銀行および
鳥取・島根両県の信用金庫のATMが平日時間内（9時〜18時）は手数料無料でご利用いただけま
す。（ただし、一部ATMにおきましては手数料のかかるところがございます。）

給与・年金自動受取 一度の手続きで毎月の給与や賞与、厚生年金、国民年金などがご指定の預金口座に自動的に振り込
まれます。

自動支払 電気、電話などの公共料金から税金、各種学校の授業料などをご指定口座から自動的にお支払いい
たします。

公金の収納取扱 日本銀行歳入代理店をはじめ地方公共団体の公金取扱業務などを行っており、所得税、法人税、住
民税、社会保険料、交通反則金、その他の公金が窓口で払い込みできます。

ATMによる振込
ATM（自動機）で全国の金融機関へお振り込みができます。
ATMをご利用になりますと、窓口振込より手数料が安くお振り込みができます。平日15時以降は
予約振込もできます。

デビットカード
サービス

全国のデビットカード取扱加盟店で商品等を購入される際に、当金庫のキャッシュカードをご利用
いただくことで、ご購入代金がお客様の預金口座から即時に引き落とされ、お支払いが完了する
サービスです。

エレクトロニック
バンキング

全銀一括伝送方式のファームバンキング、インターネットバンキング、ANSER方式のホームバン
キングにより、電子取引をご利用いただけます。

テレホンバンキング
ご家庭や外出先で、プッシュ機能付き一般電話、公衆電話からフリーダイヤルで「しんきん共同
コールセンター」にお電話いただければ、自動音声ガイドでお取引口座の「残高照会、入出金明細
照会」や「振込、振替」ができるサービスです。（振込、振替は申込が必要です。）

しんきん携帯電子マネー
チャージサービス

携帯電話からの操作で、キャッシュカード発行済みの当金庫普通預金（総合口座・無利息型を含
む）から出金し、プリペイド型電子マネー「Ｅｄｙ（エディ）」を携帯電話へチャージ（入金）する
サービスです。チャージした「Ｅｄｙ」は全国のＥｄｙ加盟店でご利用いただけます。

クレジットカード しんきんVISA、しんきんJCBなどのクレジットカードのお取扱いを行っています。

夜間金庫 営業時間を過ぎても毎日の売上金をその日の内にお預かり致します。

外国通貨両替 米ドルの両替を取扱っています。外国旅行、貿易などにご利用下さい。

外貨宅配サービス 三井住友銀行提供による外貨宅配サービスをお取扱いしています。インターネットから受付が可能
で、外国紙幣の種類は32通貨、旅行小切手の種類は６通貨をお取扱いしています。

国債窓口販売 長期利付国債などの窓口販売を行っています。

鳥取県収入証紙取扱 鳥取県の収入証紙が当金庫の窓口でお求めになれます。
クレジットカード
キャッシングサービス 金融機関系・流通信販系クレジットカードによるキャッシングサービスを行っております。

生命保険窓口販売

しんきんらいふ年金Ｆ
一時払い型／積立型

災害死亡給付金付個人年金保険です。老後の生活資金を計画的に準
備できます。

「たのしみ FA3つの納得」 「ふやす・つかう・のこす」の３つの機能を備えた定額年金保険です。

がん保険 Days（デイズ） 診断時・治療時の保障内容が充実したがん保険です。

新医療保険α
医療保険新 EVER 病気やケガをされた場合の保障が付いた医療保険です。

終身保険 WAYS
終身保険 MS 終身α 将来の万が一のために死亡保障に備える保険です。

損害保険窓口販売 火災保険・債務返済支援保険・積立傷害保険・傷害保険の取扱いを行っております。
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営
業
の
ご
案
内　

●�ATM振込は、窓口振込と比較して手数料
がお安くなっています。

●�学資など定額の送金には、為替自動振込が
便利です。

●�総合振込をFD・法人IBで持ち込まれます
と、通常の総合振込よりお得です。

●�インターネットバンキングサービスをご
利用頂きますと、窓口振込と比較して手数
料がお安くなっています。

KURAYOSHI
SHINKIN BANK
SERVICE

●住宅ローン取扱手数料

●上記手数料には消費税を含んでいます

●上記手数料には消費税を含んでいます

information

●為替手数料

●上記手数料には消費税を含んでいます

　毎月1回、各分野における当金庫顧問の先生
にお客様が直接ご相談いただくことができま
す。相談料は無料となっておりますので、お取
引の営業店を通じてお気軽にご利用下さい。

●相談業務

●両替手数料

各種手数料
（平成23年6月30日現在）

代
金
取
立

同一手形交換地域内（手形のみ） 210 円
当金庫本支店 420 円

他行庫宛 集手扱（普通扱） 525 円
個別扱（至急扱） 840 円

窓
口
振
込
手
数
料

当 金 庫
本 支 店

会　員
現　金 315 円 

振　替 3 万円以上 210 円 
3 万円未満 105 円 

非会員
現　金 525 円 

振　替 3 万円以上 420 円 
3 万円未満 210 円 

当 金 庫
同一店内

会　員 現　金 315 円 
振　替 無 料 

非会員
現　金 525 円 

振　替 3 万円以上 420 円 
3 万円未満 210 円 

他行庫宛

会　員
現　金 840 円 

振　替 3 万円以上 735 円 
3 万円未満 525 円 

非会員
現　金 1,050 円 

振　替 3 万円以上 840 円 
3 万円未満 630 円 

Ａ
Ｔ
Ｍ
振
込
手
数
料

当 金 庫
本 支 店

現　金 3 万円以上 315 円 
3 万円未満 210 円 

振　替 無 料 

当 金 庫
同一店内

現　金 3 万円以上 315 円 
3 万円未満 210 円 

振　替 無 料 

他行庫宛

会　員
現　金 3 万円以上 735 円 

3 万円未満 525 円 

振　替 3 万円以上 420 円 
3 万円未満 210 円 

非会員
現　金 3 万円以上 735 円 

3 万円未満 525 円 

振　替 3 万円以上 630 円 
3 万円未満 420 円 

為替自動振込
当金庫本支店宛 105 円 
当金庫同一店内 52 円 
他行庫宛 420 円 

個人
インターネット

バンキング

当金庫本支店宛 無 料 
当金庫同一店内 無 料 
他行庫宛 210 円 

法人ＩＢ
ＦＢ・ＨＢ

FD・MT 持込
処理手数料

当 金 庫
本 支 店

3 万円以上 105 円 
3 万円未満 52 円 

他 行 庫 宛 3 万円以上 630 円 
3 万円未満 420 円 

当金庫同一店内 無 料 

両
替
手
数
料

お
取
扱
い
枚
数

1 〜 49 枚 無料

50 〜 500 枚 210 円

501 〜 1,000 枚 525 円

1,001 枚以上 1,050 円

法律相談 複雑化する社会にあって法律上の
困り事相談を承ります。

税務相談 贈与、相続、譲渡など税金につい
て何でもご相談下さい。

年金相談

新しく年金を受け取る方は手続き
をどうしたらよいかお悩みではあ
りませんか？また年金のもらい忘
れをしている場合もあります。年
金について何でもご相談下さい。

融資事務手数料 31,500 円

任意繰上完済手数料 5,250 円

条件変更手数料 5,250 円
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平成22年度業績の概況
　当金庫は、平成21年4月1日より平成24年3月31日までの3ヵ年を『くらしん「つなぐ力」発揮100新3ヵ年計画』に基づいて諸施策を展開して
おります。
　3カ年計画の基本方針を（1）地域密着型金融の強化、（2）独自性のさらなる発揮、（3）永続性のある経営の確立と定めました。この事により、会員顧
客良し、地域社会良し、くらしん良しの｢三方良し経営｣の展開を図ることで、計画理念にある地域信用金庫ならではの人間尊重に基づく豊かな協創
社会の実現が図れるものと確信しております。
　3ヵ年事業計画の骨子として、第1に人材育成、第2に経営の健全性確保（資産の良化、資本の充実、コンプライアンス等）、第3に経営体質の強化（収
益力強化、収益の多角化、効率性の追求）、第4に特性の発揮（リテール強化、ＩＴ戦略の選別、得意分野の確立、社会貢献活動）、第5に地域密着型金融
の積極的な取り組みを掲げ、適切な業務運営を確保する為、法令等遵守態勢及び経営管理態勢の確立と強化に全力で取り組んでおります。
　資産の自己査定を行うに当たり、償却・引当基準を基にリスクの程度に応じた適正な償却・引当を行うことを第一に取り組みました。
　1．正常先債権、要注意先債権については、過去の一定期間における各々の貸倒実績率に基づき引当をする。
　2．�破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能と認められる額を減算し、残額（Ⅲ分類）のうち必要

額を個別評価による貸倒引当金として計上する。
　3．�実質破綻先および破綻先に対する債権については、個別債務者ごとにⅢ分類、Ⅳ分類とされた債権額全額を予想損失額として個別評価による

貸倒引当金を計上するか、直接償却（部分直接償却含む）する。
　上記の方針により償却・引当をしていきますが、経営の健全化を目指して、債権保全強化、不良債権の整理回収促進を進めると共に取引先企業の経
営改善指導強化による債権の正常化に努めました。
　わが国経済は、急激な円高による輸出競争力の低下や景気対策効果の剥落等により、先行き不透明感の広がりと共に、リーマン・ショックに端を発
した世界的金融危機の急激な落ち込みから、「踊り場」を経て回復基調に戻りつつありました。しかしながら、直接的な被害は阪神大震災を上回る、3
月11日に発生した東日本大震災により、広範囲において生活基盤や企業設備等が破壊され、経済活動は大幅に落ち込むこととなりました。加えて、
原子力発電所の事故等により電力供給が不足し、被災地以外においても経済活動が制限され、製造業においては部品供給、いわゆるサプライチェーン
に混乱が生じ始めたことにより減産が大幅なものとなっています。また、「自粛」の動きも個人消費等を押し下げている状況が出始めています。
　鳥取県中部においては、我々の主要取引先である中小零細企業の多くは、地域経済の低迷から依然脱却できず、商店街の衰退による廃業や倒産のほ
か個人の自己破産も多く極めて深刻な状況が続いています。大型店の出店が続き、価格競争等の業者間競争が激しさを増しており、販売価格は低迷、
収益が確保できない厳しい経営環境が続いております。
　また、異常気象による原材料等の高騰、雇用不安・所得水準の低下による個人消費が低調に推移し、当地区においても東日本大震災による原油価格
の上昇、原材料、資材、商品の調達難の影響が出始め、先行き不透明感を増している状況となっています。
　このような厳しい諸環境のもと、鳥取県中部地区を主たる経営基盤とする唯一の金融機関として、当金庫の経営理念のひとつでもある、「地域のす
べての企業、勤労者、家庭の繁栄をもたらす」という当金庫が果すべき役割の重要性を、再認識した平成22年度でありました。
　このような厳しい経営環境のもと、地域から選ばれる｢くらしん｣を目指し、確固たる経営基盤の確立に取り組みましたが、次のような業績となり
ました。
　預金積金は、長引く景気の低迷や取引企業の業績不振等厳しい環境の中、法人預金は443百万円増、金融機関預金も36百万円増、公金預金は202
百万円減となりました。また個人預金は、個人を中心とした地域との絆を深めることを基本として、年金、給振、公共料金の自振等の家計メイン化推
進に取り組みましたが、雇用・所得情勢の悪化を背景として101百万円減となり、平成22年度期末預金積金残高は前年比176百万円増（0.24%増）
の70,846百万円となりました。（期中平残70,825百万円　増加額601百万円　0.85%増）
　貸出金は、不透明な景況感を反映して、公共投資の減少、設備投資の減退、個人消費の低迷、雇用・所得情勢の悪化など企業、家計を取り巻く環境は厳
しく、事業者向けの資金需要が減少する中で法人向け貸出金は運転資金を中心に、個人向け貸出金は、住宅ローン、マイカーローン、教育ローン、カー
ドローン等に注力し推進いたしました。全店一丸となって法人向け・個人向け・地方公共団体向けの貸出金を積極的に取り組み、また一方では不良債
権の処理、オフバランス化を前向きに行った結果、平成22年度期末貸出金残高は前年比185百万円増(0.46%増)の40,265百万円となりました。（期
中平残39,916百万円　増加額450百万円　1.14%増）
　余資運用は、安全性、収益性の確保を基本方針として、預け金においては、系統預金である信金中金のほか日銀預け金を中心に、有価証券は、価格
変動・為替リスク・金利リスク等に配慮し国内債券中心の運用を行いました。その結果、預け金の期末残高は、2,102百万円減（8.78%減）の21,829
百万円、有価証券の期末残高は、1,951百万円増（20.01%増）の11,698百万円となりました。
　損益収支は、地区内の景気低迷が続く中、事業先融資、個人ローン、地方公共団体融資に取り組み、貸出金は平残で450百万円増加しましたが、貸
出金利回りの低下により貸出金利息収入は減少、加えて余資運用も低調に推移し、経常収益は前年比219百万円減（12.48%減）の1,535百万円とな
りました。しかしながら、資金調達費用が減少したことに加えて、信用リスク管理に注力した結果、経常費用は前年比258百万円減(16.11%減)の
1,344百万円となり、経常利益は前年比39百万円増（26.02%増）の190百万円を計上し、当期純利益は前年比43百万円増（26.99%増）の206百万
円となりました。
　なお、金融再生法における開示債権は前年比184百万円減少し3,630百万円となり、総与信額に占める割合は8.81%で0.42ポイント減少しまし
た。企業体力を示す自己資本比率は、10.17%(前年比0.91ポイント増）となり、期末の会員数は19,235人（前年比113人減）となりました。
　当金庫に今、必要なものは、倉信の創業の原点として企業理念に明示してある「相互扶助」「地域と共存共栄」という「使命感」を再認識し、「役割を果
す」ことにあります。環境が厳しいからといって、地域から、又、顧客から目をそむける事は許されず、真正面から問題・課題に取り組む姿勢でありま
す。平成21年12月4日、中小企業金融円滑化法が施行され、当金庫においても平成21年度よりその対応を行っていますが、円滑化法の精神は当金
庫が創業以来99年間実践していることであり、我々はその精神を深化させ、一層の役割を果していく責務があります。そのため、この地にあって小
さくともキラリと輝く信金であり、地域から信頼を受け絶対になくてはならない金融機関、独立独歩経営が出来る信金を目指し、平成21年4月から
長期経営3ヵ年計画として、『くらしん「つなぐ力」発揮100』を策定し、取り組んでおります。
　本計画の目的は、当金庫が持つ「つなぐ力」をさらに進化させ、会員を始め地域の様々なステークホルダー（「会員」「総代」「外郭団体」「地域の様々な人、
団体」「職員」）との連携を一段と強化し、地域の持続的発展を目指し、平成24年4月に迎える創立100周年につなげるための基盤を強化していくために、
地域密着型金融のさらなる強化に努め、協同組織金融機関の独自性を強力に発揮することで永続性のある強固な経営態勢を確立することにあります。
当金庫が持つ「つなぐ力」をさらに進化させ、会員を始め地域の様々なステークホルダーとの連携を一段と強化し、地域の持続的発展を目指し、平成24
年4月に迎える創立100周年につなげるための基盤を強化していくために、地域密着型金融のさらなる強化に努め、協同組織金融機関の独自性を強力
に発揮することで永続性のある強固な経営態勢を確立することにあります。
　計画の基本的なスタンスとしては、法令等遵守態勢並びに顧客保護等管理態勢の堅持と推進に注力し、且つ内部事務管理の徹底に向けた、たゆまぬ
努力を継続しながら、当金庫の最大の使命である地域金融の円滑化に積極的に取り組み、貸出金増強を基本とした、資金利益、コア業務純益の安定的
確保を図っていくことです。同時に、疲弊し劣化中の当地経済の活性化への金融的役割を果すために、「健全性確保」「経営体質強化（収益力向上）」「地
域貢献」を経営目標と位置づけ、諸施策を実行するものです。
　本計画を達成するためには、役職員全員が同じ志を持ち、実現するための心（熱い決意・責任感）、技（知識習得）、体（健康・礼儀）のレベルアップを図
り、実践力を発揮することが必要であり、役職員一丸となって取り組んで参る所存です。
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直近 5 年間の主要な経営指標の推移

（注）「単体自己資本比率」は、信用金庫法第 89 条第１項において準ずる銀行法第 14 条の２の規程に基づき、信用金庫がその保有する資産等に
　　�照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。なお、当金庫

は国内基準を採用しております。

科　　目 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
経常収益 1,609,748 千円 1,706,016 1,688,597 1,754,289 1,535,270
経常利益
（又は経常損失（△）） 55,810

千円

△ 700,371 54,018 151,132 190,464

当期純利益
（又は当期損失（△）） 96,898

千円

△ 670,328 132,967 162,930 206,919

出資総額 618 百万円 622 622 631 639
出資総口数 12,376 千口 12,444 12,450 12,637 12,795
純資産額 2,907 百万円 2,250 2,035 2,635 2,796
総資産額 77,003 百万円 74,842 74,201 76,199 76,196
預金積金残高 71,548 百万円 70,145 69,462 70,670 70,846
貸出金残高 43,098 百万円 40,642 38,917 40,080 40,265
有価証券残高 11,303 百万円 10,857 13,478 9,747 11,698
単体自己資本比率 8.11 ％ 7.15 8.34 9.26 10.17
出資に対する配当金
（出資1口当たり） 2.00

円

2.00 2.00 2.00 2.00

職員数 91 人 92 88 88 80
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（資産の部） （負債及び純資産の部）

貸借対照表

（単位：百万円）

業績・財務諸表

●記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（単位：百万円）

科　　目 平成21年度 平成22年度
現金 1,396 1,480
預け金 23,931 21,829
有価証券 9,747 11,698
　国債 1,169 1,702
　地方債 989 2,990
　社債 5,598 5,358
　株式 231 237
　その他の証券 1,758 1,409
貸出金 40,080 40,265
　割引手形 808 768
　手形貸付 2,656 2,490
　証書貸付 33,486 33,853
　当座貸越 3,129 3,153
その他資産 379 378
　未決済為替貸 13 11
　信金中金出資金 240 240
　前払費用 2 2
　未収収益 113 113
　その他の資産 9 11
有形固定資産 836 813
　建物 239 228
　土地 513 513
　リース資産 7 5
　その他の有形固定資産 76 66
無形固定資産 5 18
　ソフトウェア 2 15
　その他の無形固定資産 3 2
繰延税金資産 118 117
債務保証見返 1,133 865
貸倒引当金 △1,430 △ 1,270
（うち個別貸倒引当金） （△1,227）（△1,170）
資産の部合計 76,199 76,196

科　　目 平成21年度 平成22年度
預金積金 70,670 70,846
　当座預金 886 1,027
　普通預金 16,947 17,228
　貯蓄預金 531 497
　通知預金 155 300
　定期預金 48,722 48,745
　定期積金 2,648 2,456
　その他の預金 778 590
借用金 1,067 1,067
　借入金 1,067 1,067
その他負債 341 274
　未決済為替借 12 12
　未払費用 240 177
　給付補てん備金 6 5
　未払法人税等 2 2
　前受収益 16 16
　職員預り金 28 23
　リース債務 7 5
　その他の負債 26 30
賞与引当金 32 29
退職給付引当金 181 175
役員退職慰労引当金 47 51
偶発損失引当金 8 7
睡眠預金払戻損失引当金 1 1
再評価に係る繰延税金負債 80 80
債務保証 1,133 865
負債の部合計 73,563 73,400
出資金 631 639
　普通出資金 631 639
利益剰余金 1,901 2,083
　利益準備金 622 631
　その他利益剰余金 1,278 1,451
　　特別積立金 1,062 1,192
　　（目的積立金） （10） （10）
　　当期未処分剰余金 216 259
　　　当期純利益 162 206
会員勘定合計 2,532 2,722
その他有価証券評価差額金 △ 69 △ 97
土地再評価差額金 171 171
評価・換算差額等合計 102 73
純資産の部合計 2,635 2,796
負債及び純資産の部合計 76,199 76,196
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損益計算書

業績・財務諸表

（単位：千円） （単位：千円）

科　　目 平成21年度 平成22年度
経常収益 1,754,289 1,535,270
　資金運用収益 1,445,901 1,363,152
　　貸出金利息 1,160,458 1,138,795
　　預け金利息　 96,642 64,687
　　有価証券利息配当金 178,967 133,795
　　その他の受入利息 9,832 25,873
　役務取引等収益 109,950 103,303
　　受入為替手数料 51,983 49,177
　　その他の役務収益 57,967 54,125
　その他業務収益 97,800 54,962
　　国債等債券売却益 89,635 48,841
　　国債等債券償還益 1,420 207
　　その他の業務収益 6,744 5,914
　その他経常収益 100,637 13,853
　　株式等売却益 94,962 11,298
　　その他の経常収益 5,674 2,554
経常費用 1,603,156 1,344,806
　資金調達費用 183,006 125,331
　　預金利息 164,421 105,889
　　給付補てん備金繰入額 4,139 3,143
　　借用金利息 14,283 16,153
　　その他の支払利息 162 144
　役務取引等費用 100,494 106,655
　　支払為替手数料 13,570 13,409
　　その他の役務費用 86,923 93,246
　その他業務費用 22,702 1,877
　　外国為替売買損 21 58
　　国債等債券売却損 54 －
　　国債等債券償還損 － 1,675
　　国債等債券償却 22,130 －
　　その他の業務費用 496 143
　経費 996,670 1,009,469
　　人件費 602,599 591,250
　　物件費 377,260 402,943
　　税金 16,810 15,276
　その他経常費用 300,283 101,471
　　貸倒引当金繰入額 157,512 57,715
　　貸出金償却 126,124 30,940
　　株式等売却損 8,793 2,465
　　株式等償却 1,877 7,917
　　その他の経常費用 5,975 2,432
経常利益 151,132 190,464

科　　目 平成21年度 平成22年度
特別利益 20,479 19,679
　償却債権取立益 19,714 19,399
　その他の特別利益 765 280
特別損失 663 196
　固定資産処分損　 663 196
税引前当期純利益 170,949 209,947
法人税、住民税及び事業税 1,745 1,745
法人税等調整額 6,273 1,283
法人税等合計 8,018 3,028
当期純利益 162,930 206,919
前期繰越金 53,937 52,278
当期未処分剰余金 216,867 259,197

（注）1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　　  2．出資 1 口当たりの当期純利益は、16 円 35 銭であります。
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平成22年度における貸借対照表、損益計算表及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正
性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認しております。

　　　　　　　平成 23 年 6 月 25 日
　　 　　　　　　　倉吉信用金庫
　　　　　　　　　　　  理 事 長　　　　　　　　 　　　　　　　　

外部監査制度
　当金庫は、信用金庫法第 38 条の２第３項の規定に基づき、経営の健全性と透明性を高めるため、外部監
査人である新日本有限責任監査法人との間で監査契約を締結し監査体制の強化を図っております。
　当年度の新日本有限責任監査法人による監査報告書で、いずれも正しく処理され適正であるとの評価を
いただきました。

剰余金処分計算書
（単位：千円）

科　　目 平成21年度 平成22年度
当期未処分剰余金 216,867 259,197
　前期繰越金 53,937 52,278
　当期純利益 162,930 206,919
剰余金処分額 164,589 203,201
　利益準備金 9,672 7,908
　出資に対する配当金 24,916 25,293
　（配当率） （年 4％） （年 4％）
　特別積立金 130,000 170,000
次期繰越金 52,278 55, 996

●記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

業績・財務諸表
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業績・財務諸表

貸借対照表の注記
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の
うち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のについては移動平均法による原価法により行っており
ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全
部純資産直入法により処理しております。

３．�有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率
法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く。）については定額法）を採用してお
ります。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建　物　　　耐用年数 3年～ 39年
　その他　　　耐用年数 2年～ 45年

４．�無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しており
ます。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金
庫内における利用可能期間（2 ～ 5年）に基づいて償却
しております。

５．�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る ｢ 有形固
定資産 ｣ 中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐
用年数とした定額法によっております。なお、残存価額
については、リース契約上に残価保証の取決めがあるも
のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としてお
ります。

６．�外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しております。

７．�貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、
次のとおり計上しております。

　　�破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している
債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれ
と同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されてい
る直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上
しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、
今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しており
ます。

　　�上記以外の債権については、過去の一定期間における貸
倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しており
ます。

　　�すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関
連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産
監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基
づいて上記の引当を行っております。

　　�なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権
等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能
見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
3,107百万円であります。

８．�賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職
員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属
する額を計上しております。

９．�退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職
給付会計に関する実務指針（中間報告）（日本公認会計
士協会会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により、当事業年度末における必要額を計上し
ております。

　　�なお、会計基準変更時差異（458百万円）については、
15年による按分額を費用処理しております。

　　�当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された
企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入してお
り、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計
算することができないため、当該企業年金制度への拠出
額を退職給付費用として処理しております。

　　�なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度
全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関す
る補足説明は次のとおりであります。
①制度全体の積立状況に関する事項
　（平成22年3月31日現在）
　年金資産の額	 1,352,356百万円
　年金財政計算上の給付債務の額	 1,623,781百万円
　差引額	 △271,424百万円
②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合
　（自平成22年3月1日至平成22年3月31日）
　　0.0740％
③補足説明
　�上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高271,424百万円であります。本制度にお
ける過去勤務債務の償却方法は期間16年10 ヶ月の元
利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の計算
書類上、特別掛金14百万円を費用処理しています。

　�なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金
拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるた
め、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致
しません。

10．�役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに
備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のう
ち、当事業年度末までに発生していると認められる額を
計上しております。

11．�睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に
ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払
戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を
計上しております。

12．�偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備
えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。

13．�所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に
属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計
処理によっております。

14．�消費税及び地方消費税の会計処理は税込方法を採用して
います。

15．�理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する
金銭債権総額277百万円

16．有形固定資産の減価償却累計額1,236百万円
17．�貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び

ATM 機・TM 機等については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。

18．�貸出金のうち、破綻先債権額は554百万円、延滞債権額
は3,072百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相
当期間継続していることその他の事由により元本又は利
息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息
を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人
税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号
のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する
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業績・財務諸表

事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金で
あります。

19．�貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は該当ございません。
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、
約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ございません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月
以上延滞債権に該当しないものであります。

21．�破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸
出条件緩和債権額の合計額は3,626百万円であります。
なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控
除前の金額であります。

22．�ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日
本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて
参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本
の事業年度末残高の総額は、306百万円であります。

23．�手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に
関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第24号。）に基づき金融取引と
して処理しております。これにより受け入れた銀行引受
手形、商業手形及び荷付為替手形は、売却又は（再）担
保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は768百万円であります。

24．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　定期預け金　　　1,090百万円
担保資産に対応する債務
　借用金　　　　　1,066百万円
上記のほか、為替決済、公金取引等の取引の担保として
有価証券103百万円及び定期預け金1,006百万円を差し
入れております。

25．�土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律
第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価
差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　平成11年3月31日
　�同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　　�土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31

日公布政令第119号）第2条第5号に定める方法（不
動産鑑定士による鑑定評価）に基づいて、算出して
おります。

　�同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の
当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　187百万円

26．出資１口当たりの純資産額218円57銭
27．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
�当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務
などの金融業務を行っております。
�このため、金利変動による不利な影響が生じないよ
うに、資産及び負債の総合的管理（ALM）をして
おります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
�当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内
のお客様に対する貸出金です。

�また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式で
あり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的
で保有しております。
�これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の
変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
�一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、
流動性リスク及び金利の変動リスクに晒されており
ます。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　�当金庫は、ローン事業管理諸規程及び信用リスク

に関する管理諸規定に従い、貸出金について、個
別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管
理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与
信管理に関する体制を整備し運営しております。

　�これらの与信管理は、各営業店のほか信用リスク
担当部署（審査部及び資産管理部）により行われ、
また、定期的に経営陣による統合的リスク管理委
員会や理事会を開催し、審議・報告を行っており
ます。

　�さらに、与信管理の状況については、監査部が
チェックしております。

　�有価証券の発行体の信用リスクに関しては総合企
画部において、信用情報や時価の把握を定期的に
行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
　（ⅰ）金利リスクの管理

当金庫は、ALM によって金利の変動リスク
を管理しております。
ALM に関する規則及び要領において、リス
ク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM 委員会において決定された ALM に関
する方針に基づき、理事会において実施状
況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っ
ています。
日常的には総合企画部において金融資産
及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
99％ 1％方式（ラダー方式）等によりモニ
タリングを行い、月次ベースで理事会に報
告しております。

　（ⅱ）為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個
別の案件ごとに管理しております。

　（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有につい
ては、統合的リスク管理委員会の方針に基
づき、理事会の監督の下、有価証券運用規
程に従い行われております。
このうち、総務部では、市場運用商品の購入
を行っており、事前審査、投資限度額の設定
のほか、継続的なモニタリングを通じて、価
格変動リスクの軽減を図っております。
総務部で保有している株式の多くは、純投
資目的で保有しているものであり、市場環
境や保有先の財務状況などをモニタリング
しています。
これらの情報は総合企画部を通じ、理事会
及び統合的リスク管理委員会において定期
的に報告されております。

　（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当金庫において、主要なリスク変数である
金利リスクの影響を受ける主たる金融商品
は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸
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出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
当金庫では、これらの金融資産及び金融負
債について、保有期間１年、過去５年の観
測期間で計測される99パーセンタイル値を
用いた時価【または経済価値】の変動額を
市場リスク量とし、金利の変動リスクの管
理にあたっての定量的分析に利用しており
ます。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金
融資産及び金融負債を（固定金利群と変動
金利群に分けて、）それぞれ金利期日に応じ
て適切な期間に残高を分解し、期間ごとの
金利変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一
定であると仮定した場合の99パーセンタイ
ル値を用いた時価は、460百万円減少する
ものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定
の場合を前提としており、金利とその他のリ
スク変数との相関を考慮しておりません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える
変動が生じた場合には、算定額を超える影
響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　�当金庫は、ALM を通して、適時に資金管理を行

うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮
した長短の調達バランスの調整などによって、流
動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
�金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。
�なお、一部の金融商品については、簡便な計算によ
り算出した時価に代わる金額を含めて開示しており
ます。

28．金融商品の時価等に関する事項
平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額は、次のとおりであります（時価等の算定
方法については（注1）参照）。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には
含めておりません（（注2）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略してお
ります。

（単位：百万円）
貸借対照
表計上額 時　価 差　額

（1）預け金（＊1） 21,829 21,884 54
（2）有価証券 11,647 11,508 △138
　　　満期保有目的の債券 2,059 1,921 △138
　　　その他有価証券 9,587 9,587 －

（3）貸出金（＊1） 40,265
　　　貸倒引当金（＊2） △1,264

39,001 39,416 414
金融資産計 72,478 72,809 330

（1）預金積金（＊1） 70,846 70,912 65
（2）借用金（＊1） 1,067 1,104 36

金融負債計 71,914 72,016 102
（＊1）�預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便

な計算により算出した時価に代わる金額」が含まれており
ます。

（＊2）�貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しております。

（注1）金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
　　（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。満期のある預け金については、
市場金利（スワップ金利）で割り引いた現在価
値を時価に代わる金額として記載しております。

　　（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は
取引金融機関から提示された価格によっており
ます。投資信託は、公表されている基準価格等
によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注
記事項については29．から31．に記載してお
ります。

　　（3）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金
に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金
を控除する方法により算定し、その算出結果を
時価に代わる金額として記載しております。
①�破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先

債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが
困難な債権については、貸借対照表中の貸出
金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前
の額。以下「貸出金計上額」という。）

②�①以外のうち、変動金利によるものは貸出金
計上額

③�①以外のうち、固定金利によるものは貸出金
の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額
を市場金利（スワップ金利）で割り引いた価額

　�なお、残存期間が短期間のものは、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。

　金融負債
　　（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場
合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており
ます。また、定期預金の時価は、一定期間ごと
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り
引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価
に代わる金額として記載しております。その割
引率は市場金利（スワップ金利）を用いており
ます。

　　（2）借用金
借用金のうち、固定金利によるものは、一定の
期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計
額を市場金利（スワップ金利）で割り引いて現
在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる
金額として記載しております。

（注2）�時価を把握することが極めて困難と認められる金
融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報
には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 37
組合出資金（＊2） 13

合　　　　計 50
（＊1）�非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはし
ておりません。

（＊2）�組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握す
ることが極めて困難と認められるもので構成されているもの
については、時価開示の対象とはしておりません。
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（注３）�金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の
償還予定額

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預け金 9,006 4,890 － －
有価証券 656 4,428 5,285 935
　満期保有目的の債券 125 390 612 935
　�その他有価証券のうち

満期があるもの
531 4,038 4,673 －

貸出金（＊） 6,485 12,740 8,206 6,403
合　計 16,147 22,058 13,491 7,338

（＊）�貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対す
る債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがな
いものは含めておりません。

（注４）�借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返
済予定額

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預金積金 38,921 11,006 25 385
借用金 17 317 640 92
合　計 38,938 11,323 665 477

29．�有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとお
りであります。これらには、「国債」、「地方債」、「短期社債」、

「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。
以下、31．まで同様であります。
満期保有目的の債券� （単位：百万円）

種　類 貸借対照表
計上額 時　価 差　額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

国債 100 101 1
地方債 － － －
短期社債 － － －
社債 974 1,004 29
その他 － － －

小　計 1,074 1,106 31

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

国債 － － －
地方債 85 77 △7
短期社債 － － －
社債 － － －
その他 900 737 △162

小　計 985 814 △170
合　計 2,059 1,921 △138

その他有価証券� （単位：百万円）

種　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株式 71 63 7
債券 5,508 5,437 70
　国債 1,202 1,185 16
　地方債 1,313 1,299 13
　短期社債 － － －
　社債 2,992 2,952 39
その他 － － －

小　計 5,579 5,501 77

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株式 128 156 △27
債券 3,383 3,397 △14
　国債 399 399 △0
　地方債 1,592 1,599 △7
　短期社債 － － －
　社債 1,391 1,398 △6
その他 495 628 △133

小　計 4,008 4,183 △175
合　　　計 9,587 9,685 △97

30．当事業年度中に売却したその他有価証券� （単位：百万円）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 132 11 1
債券 2,863 48 －
　国債 611 11 －
　地方債 407 7 －
　短期社債 － － －
　社債 1,844 30 －
その他 － － －

合　計 2,995 60 1

31．減損処理を行った有価証券
有価証券（売買目的有価証券を除く）で時価のあるものの
うち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落
しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって貸借対
照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損
失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は、7百万円（うち、株式
7百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、
時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、また下落
率が30％以上50％未満であっても、過去の時価動向及
び発行会社の業績財務状況の推移等を検討し回復の見込
みが認められないと判断した場合であります。

32．�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限
度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は18,659百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のものが
8,941百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将
来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全
及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し
込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ
とができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手
続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の
見直し、与信保全上の措置等を講じております。

33．�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内
訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　繰延税金資産
　　繰越欠損金� 327百万円
　　一般貸倒引当金� －
　　個別貸倒引当金、貸出金償却� 1,155百万円
　　賞与引当金� 9百万円
　　退職給付引当金� 54百万円
　　役員退職慰労引当金� 16百万円
　　その他有価証券評価差額金� 30百万円
　　その他� 99百万円
　　繰延税金資産小計� 1,692百万円
　　評価性引当額� △1,575百万円
　　繰延税金資産合計� 117百万円
　　繰延税金負債� －
　　繰延税金資産の純額� 117百万円

34．（会計方針の変更）
　　�当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号平成20年3月31日）及び「資産除去債務
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第21号平成20年3月31日）を適用しております。

　　これによる計算書類への影響はありません。
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主要な業務の状況を示す指標

●業務粗利益及び業務粗利益率
（単位：千円・％）

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高× 100

●資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り
（単位：平均残高・百万円　利息・百万円　％）

（注）�資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（20 年度 676 百万円、21 年度該当無し、22 年度該当無し）を控除して表示しております。

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

資金運用勘定
平均残高
利　　息
利 回 り

71,755
1,503
2.09

73,529
1,445
1.96

74,382
1,363
1.83

貸出金
平均残高
利　　息
利 回 り

39,507
1,200
3.03

39,466
1,160
2.94

39,916
1,138
2.85

預け金
平均残高
利　　息
利 回 り

18,821
106
0.56

20,272
96

0.47

23,265
64

0.27

金融機関貸付等
平均残高
利　　息
利 回 り

－
－
－

－
－
－

－
－
－

有価証券
平均残高
利　　息
利 回 り

13,280
187
1.40

13,572
178
1.31

10,959
133
1.22

その他
平均残高
利　　息
利 回 り

145
10

7.20

217
9

4.52

240
25

10.74

資金調達勘定
平均残高
利　　息
利 回 り

70,381
206
0.29

71,199
183
0.25

71,923
125
0.17

預金積金
平均残高
利　　息
利 回 り

70,294
205
0.29

70,224
168
0.24

70,825
109
0.15

譲渡性預金
平均残高
利　　息
利 回 り

－
－
－

－
－
－

－
－
－

借用金
平均残高
利　　息
利 回 り

56
0

1.72

938
14

1.52

1,067
16

1.51

その他
平均残高
利　　息
利 回 り

31
0

0.48

35
0

0.45

30
0

0.47

平成20年度 平成21年度 平成22年度
資金運用収支 1,297,362 1,262,894 1,237,820

資金運用収益 1,503,961 1,445,901 1,363,152
資金調達費用 206,598 183,006 125,331

役務取引等収支 3,720 9,456 △ 3,352
役務取引等収益 104,731 109,950 103,303
役務取引等費用 101,011 100,494 106,655

その他の業務収支 △ 11,247 75,098 53,085
その他業務収益 45,435 97,800 54,962
その他業務費用 56,683 22,702 1,877

業務粗利益 1,289,835 1,347,449 1,287,552
業務粗利益率 1.79% 1.83% 1.73％
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業績・財務諸表

●利鞘 （単位：％）

（注）１．資金運用利回りは、資金運用から生じた受入利息収益等を資金運用勘定平均残高で除して計算します。
　　  ２．�資金調達原価率は、資金調達から発生する支払利息費用等に経費を加算し、これを資金調達勘定の平均残高で除して計算します。
　　  ３．総資金利鞘は、資金運用利回りから資金調達原価率を差し引いたもので、金融機関の収益性を見る重要な指標です。

●総資産経常利益率 （単位：％）

（注）総資産経常利益率＝経常利益÷総資産（債務保証見返を除く）平均残高× 100

●受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

●総資産当期純利益率 （単位：％）

（注）総資産当期純利益率＝当期純利益÷総資産（債務保証見返を除く）平均残高× 100

会員数・出資金

職員の状況

平成20年度 平成21年度 平成22年度
資金運用利回り 2.09 1.96 1.83
資金調達原価率 1.77 1.64 1.56
総資金利鞘 0.32 0.32 0.26

平成20年度 平成21年度 平成22年度
総資産経常利益率 0.07 0.20 0.25

平成20年度 平成21年度 平成22年度
総資産当期純利益率 0.18 0.21 0.27

平成20年度 平成21年度 平成22年度
会員数（人） 19,383 19,348 19,235
出資金（百万円） 622 631 639
口数（百万口） 12 12 12
出資配当率（％） 4.00 4.00 4.00

平成20年度 平成21年度 平成22年度
職員総数（人） 88 88 80

うち男子 73 74 66
　　女子 15 14 14

平成21年度 平成22年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 7,084 △ 64,528 △ 57,444 △ 6,956 △ 91,834 △ 98,790
うち貸出金 △ 1,246 △ 38,486 △ 39,732 13,232 △ 34,895 △ 21,663
うち預け金 4,216 △ 13,792 △ 9,576 14,268 △ 46,223 △ 31,955
うち金融機関貸付等　 － － － － － －
うち商品有価証券 － － － － － －
うち有価証券 4,114 △ 12,250 △ 8,136 △ 34,456 △ 10,716 △ 45,172

支払利息　 △ 205 △ 22,423 △ 22,628 3,407 △ 61,064 △ 57,657
うち預金積金 △ 205 △ 36,706 △ 36,911 1,443 △ 60,970 △ 59,527
うち譲渡性預金 － － － － － －
うち借用金 0 14,283 14,283 1,964 △ 94 1,870
うちコマーシャル・ペーパー － － － － － －
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営業の状況

預金に関する指標

●預金・譲渡性預金平均残高
（単位：百万円）

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　  ２．�定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　  　　　　固定自由金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金
　　  　　　　変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

●定期預金残高
（単位：百万円）

●職員一人当り及び一店舗当り預金残高
（単位：百万円）

●預金者別預金残高
（単位：百万円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度
平均残高 構成比 平均残高 構成比 平均残高 構成比

流動性預金 19,053 27.1% 18,713 26.6% 19,044 26.8%
うち有利息預金 16,585 23.6% 17,971 25.5% 17,863 25.2%

定期性預金 51,067 72.6% 51,351 73.1% 51,597 72.8%
うち固定金利定期預金 48,148 68.5% 48,700 69.3% 51,568 72.8%
うち変動金利定期預金 34 0.1% 30 0.1% 29 0.0%

その他 173 0.2% 160 0.2% 182 0.2%
計 70,294 100.0% 70,224 100.0% 70,825 100%
譲渡性預金 － － － － － －

合　　計 70,294 100.0% 70,224 100.0% 70,825 100%

平成20年度 平成21年度 平成22年度
残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比

定期預金 47,776 100.0% 48,722 100.0% 48,745 100.0%
固定金利定期預金 47,727 99.9% 48,674 99.9% 48,699 99.9%
変動金利定期預金 30 0.1% 30 0.1% 29 0.1%
その他 19 0.0% 18 0.0% 17 0.0%

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度
職員一人当り預金残高 789 803 885
一店舗当り預金残高 5,343 5,436 5,449

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度
個　　人 58,422 58,607 58,506
法　　人 9,204 10,120 10,563
金融機関 109 495 531
公　　金 1,726 1,447 1,246

合　　計 69,462 70,670 70,846
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営業の状況

貸出金等に関する指標

●貸出金科目別の平均残高
（単位：百万円）

●担保の種類別の貸出金残高
（単位：百万円）

●固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高
（単位：百万円）

●担保の種類別の債務保証見返額
（単位：百万円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度
平均残高 構成比 平均残高 構成比 平均残高 構成比

割引手形 998 2.5％ 771 1.9% 658 1.6%
手形貸付 2,808 7.1％ 2,521 6.3% 2,244 5.6%
証書貸付 32,396 82.0％ 32,963 83.5% 33,998 85.2%
当座貸越 3,303 8.3％ 3,209 8.1% 3,014 7.6%

合　　計 39,507 100.0％ 39,466 100.0% 39,916 100.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度
残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比

当金庫預金積金 1,352 3.4％ 1,414 3.5% 1,294 3.2%
有価証券 129 0.3％ 15 0.0% 12 0.0%
動産 － － － － － －
不動産 12,897 33.1％ 13,109 32.7% 12,606 31.3%
その他 － － 2 0.0% 2 0.0%

計 14,379 36.9％ 14,541 36.2% 13,915 34.6%
信用保証協会・信用保険 8,974 23.0％ 9,294 23.1% 9,658 24.0%
保証 5,788 14.8％ 5,789 14.4% 5,732 14.2%
信用 9,774 25.1％ 10,454 26.0% 10,959 27.2%

合　　計 38,917 100.0％ 40,080 100.0% 40,265 100.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度
残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比

当金庫預金積金 2 0.1％ 4 0.4% 1 0.1%
有価証券 － － － － － －
動産 － － － － － －
不動産 1,523 85.1％ 948 83.7% 674 77.9%
その他 － － 6 0.5% － －

計 1,525 85.2％ 960 84.7% 675 78.0％
信用保証協会・信用保険 26 1.4％ 23 2.0% 16 1.8％
保証 － － － － － －
信用 237 13.2％ 149 13.1% 172 19.9％

合　　計 1,789 100.0％ 1,133 100.0% 865 100.0％

平成20年度 平成21年度 平成22年度
貸出金 38,917 40,080 40,265

うち変動金利 22,303 24,481 25,342
うち固定金利 16,614 15,598 14,923
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営業の状況

●使途別の貸出金残高
（単位：百万円・％）

●業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
（単位：百万円・％）

●職員一人当たり及び一店舗当たり貸出金残高
（単位：百万円）

●預貸率
（単位：百万円・％）

　　　　　　　　　　 貸出金
（注）�預貸率＝　　　　　　　預金積金＋譲渡性預金× 100

平成20年度 平成21年度 平成22年度
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

設備資金 14,767 37.9% 14,040 35.0% 14,541 36.1%
運転資金 24,150 62.1% 26,040 65.0% 25,724 63.9%

合　　計 38,917 100.0% 40,080 100.0% 40,265 100.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度
職員一人当たり貸出金残高 442 455 503
一店舗当たり貸出金残高 2,993 3,083 3,097

平成20年度 平成21年度 平成22年度
貸出金（期末残高）（Ａ） 38,917 40,080 40,265
預　金（期末残高）（Ｂ） 69,462 70,670 70,846

預貸率 （Ａ／Ｂ） 56.02% 56.71% 56.83%
期中平均 56.20% 56.20% 56.35%

（注）�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

業種区分 平成21年度 平成22年度
貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比

製造業 103 2,797 7.0% 100 2,682 6.7%
農業・林業 62 159 0.4% 106 228 0.6%
漁業 2 1 0.0% 2 1 0.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 3 58 0.2% 3 56 0.1%
建設業 217 4,923 12.3% 202 4,538 11.3%
電気・ガス・熱供給・水道業 6 42 0.1% 6 99 0.2%
情報通信業 1 9 0.0% 2 10 0.0%
運輸業・郵便業 23 855 2.1% 22 816 2.0%
卸売業・小売業 203 3,377 8.4% 197 3,305 8.2%
金融業・保険業 9 1,543 3.8% 9 952 2.4%
不動産業 50 3,233 8.1% 51 3,277 8.1%
物品賃貸業 5 53 0.1% 4 43 0.1%
学術研究・専門・技術サービ 7 212 0.5% 7 182 0.5%
宿泊業 20 432 1.1% 18 404 1.0%
飲食業 83 698 1.8% 81 673 1.7%
生活関連サービス業・娯楽業 42 680 1.7% 38 726 1.8%
教育・学習支援業 6 278 0.7% 6 264 0.7%
医療・福祉 22 1,283 3.2% 25 1,669 4.1%
その他サービス 125 2,170 5.4% 119 2,290 5.7%

小　　　　計 989 22,811 56.9% 998 22,222 55.2%
地方公共団体 6 4,338 10.8% 6 4,763 11.8%
個人 5,310 12,930 32.3% 5,380 13,279 33.0%

合　　　　計 6,305 40,080 100.0% 6,384 40,265 100.0%
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営業の状況

該当ありません。

●商品有価証券の種類別の平均残高

●有価証券の残存期間別残高

●預証率の期末値及び期中平均値

●有価証券の種類別の平均残高
（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成21年度

1 年以下 1 年超
３年以下

3 年超
5 年以下

5 年超
7 年以下

7 年超
10 年以下 10 年超 期間の定め

のないもの 合　計

国債 75 108 447 38 499 － － 1,169
地方債 5 210 210 10 513 40 － 989
短期社債 － － － － － － － －
社債 979 985 2,097 542 993 － － 5,598
株式 － － － － － － 231 231
外国証券 － － － － － 1,200 － 1,200
その他の証券 － 125 39 － 292 － 101 558

平成22年度

1 年以下 1 年超
３年以下

3 年超
5 年以下

5 年超
7 年以下

7 年超
10 年以下 10 年超 期間の定め

のないもの 合　計

国債 28 155 802 － 700 － － 1,685
地方債 5 210 910 210 1,615 35 － 2,985
短期社債 － － － － － － － －
社債 120 370 － 150 337 － － 977
株式 － － － － － － 237 237
外国証券 － － － － － 900 － 900
その他の証券 － 144 － 267 － － 96 509

平成21年度 平成22年度
国債 610 1,760
地方債 2,383 1,994
短期社債 － －
社債 7,280 5,215
株式 518 224
外国証券 2,100 1,116
その他の証券 678 647
合計 13,572 10,959

平成21年度 平成22年度
期 末 預 証 率 13.79% 16.51%
期中平均預証率 19.32% 15.47%

有価証券に関する指標

　　　　　　　　　   有価証券
（注）�預証率＝　　　　　　　預金積金＋譲渡性預金× 100
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営業の状況

●売買目的有価証券……………………………………………………………該当ありません。
●満期保有目的の債券

1．有価証券

●時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

●次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●子会社・子法人等株式及び関連法人等株式…………該当ありません。
●その他有価証券

（単位：百万円）

（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　 ２．上記の「その他」は、外国証券です。
　　 ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

種　　類
平成21年度 平成22年度

貸借対照
表計上額 時　価 差　額 貸借対照

表計上額 時　価 差　額

時価が貸
借対照表
計上額を
超えるも
の

国債 － － － 100 101 1
地方債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社債 1,069 1,097 28 974 1,004 29
その他 － － － － － －
小　　計 1,069 1,097 28 1,074 1,106 31

時価が貸
借対照表
計上額を
超えない
もの

国債 100 99 △ 1 － － －
地方債 90 79 △ 10 85 77 △ 7
短期社債 － － － － － －
社債 104 103 △ 1 － － －
その他 1,200 977 △ 222 900 737 △ 162
小　　計 1,494 1,259 △ 235 985 814 △ 170

合　　　　計 2,564 2,356 △ 207 2,059 1,921 △ 138

平成21年度 平成22年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非上場株式 37 37
組合出資金 15 13

（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　 ２．上記の「その他」は、投資信託です。
　　 ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

種　　類
平成21年度 平成22年度

貸借対照
表計上額 取得原価 差　額 貸借対照

表計上額 取得原価 差　額

貸借対照
表計上額
が取得原
価を超え
るもの

株式 52 47 5 71 63 7
債券 4,229 4,185 43 5,508 5,437 70

国債 370 360 10 1,202 1,185 16
地方債 400 400 0 1,313 1,299 13
短期社債 － － － － － －
社債 3,457 3,425 32 2,992 2,952 39
その他 52 49 2 － － －
小　　計 4,334 4,283 51 5,579 5,501 77

貸借対照
表計上額
が取得原
価を超え
ないもの

株式 141 160 △ 19 128 156 △ 27
債券 2,163 2,169 △ 6 3,383 3,397 △ 14

国債 698 700 △ 1 399 399 △ 0
地方債 498 499 △ 1 1,592 1,599 △ 7
短期社債 － － － － － －
社債 966 969 △ 3 1,391 1,398 △ 6
その他 490 584 △ 94 495 628 △ 133
小　　計 2,794 2,915 △ 120 4,008 4,183 △ 175

合　　　　計 7,129 7,198 △ 69 9,587 9,685 △ 97
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営業の状況

3．信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引
デリバティブ取引
●金利関連取引………………………………………………………………該当ありません。
●通貨関連取引………………………………………………………………該当ありません。
●株式関連取引………………………………………………………………該当ありません。
●債券関連取引………………………………………………………………該当ありません。
●商品関連取引………………………………………………………………該当ありません。
●クレジットデリバティブ取引……………………………………………該当ありません。

2．金銭の信託
●運用目的の金銭の信託……………………………………………………該当ありません。
●満期保有目的の金銭の信託………………………………………………該当ありません。
●その他の金銭の信託………………………………………………………該当ありません。
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営業の状況

リスク管理債権の状況リスク管理債権の状況

●貸倒引当金の内訳
（単位：百万円）

●貸出金償却額
（単位：千円）

※この償却額は直接償却した金額です。

●リスク管理債権の状況
（単位：百万円）

●破綻先債権・延滞債権に対する担保・保証及び引当状況
（単位：百万円・％）

● 3 ヶ月以上延滞・貸出条件緩和債権に対する担保・保証及び引当金の引当状況
（単位：百万円・％）

区　　分 平成20年度
（平成21年3月）

平成 21年度
（平成22年3月）

平成 22年度
（平成23年3月）前年比 前年比

３ヶ月以上延滞債権額� （Ｈ） － － － － －
貸出条件緩和債権額� （Ｉ） － － － － －
合計（Ｈ）＋（Ｉ）　� （Ｊ） － － － － －
担保・保証額� （Ｋ） － － － － －
回収に懸念がある債権額（Ｊ）
−（Ｋ）　� （Ｌ） － － － － －

貸倒引当金� （Ｍ） － － － － －
同引当率（M）／（L）× 100　（Ｎ） － － － － －

区　　分 平成20年度
（平成21年 3月）

平成21年度
（平成22年 3月）

平成 22年度
（平成23年 3月）前年比 前年比

破綻先債権額 � （Ａ） 1,020 687 △ 332 554 △ 133
延滞債権額� （Ｂ） 3,282 3,114 △ 167 3,072 △ 42
合計（Ａ）＋（Ｂ）� （Ｃ） 4,302 3,802 △ 500 3,626 △ 176
担保・保証額� （Ｄ） 2,994 2,432 △ 561 2,379 △ 53
回収に懸念がある債権額
（Ｃ）−（Ｄ）� （Ｅ） 1,308 1,369 60 1,246 △ 122

個別貸倒引当金� （Ｆ） 1,308 1,214 △ 93 1,165 △ 49
同引当率（Ｆ）／（Ｅ）× 100 （Ｇ） 100.00％ 88.69％ △ 11.31％ 93.52％ 4.83%

区　　分 平成20年度
（平成21年 3月）

平成21年度
（平成22年 3月）

平成 22年度
（平成23年3月）前年比 前年比

破綻先債権� （Ａ） 1,020 687 △ 332 554 △ 133
延滞債権� （Ｂ） 3,282 3,114 △ 167 3,072 △ 42
３ヶ月以上延滞債権� （Ｈ） － － － － －
貸出条件緩和債権� （Ｉ） － － － － －

合　　計 4,302 3,802 △ 500 3,626 △ 176

区　　分 平成20年度
（平成21年 3月）

平成21年度
（平成22年 3月）

平成 22年度
（平成23年 3月）前年比 前年比

貸出金償却額 180,428 126,124 △ 54,304 30,940 △ 95,183

区　　分 平成20年度
（平成21年 3月）

平成21年度
（平成22年 3月）

平成 22年度
（平成23年 3月）前年比 前年比

一般貸倒引当金 195 203 7 100 △ 102
個別貸倒引当金 1,312 1,227 △ 85 1,170 △ 57

合　　計 1,508 1,430 △ 77 1,270 △ 160
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営業の状況

●リスク管理債権について
（注）１．「破綻先債権」（Ａ）とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より、元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出
金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①�会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立

てがあった債務者
②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者
④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者

２．「延滞債権」（Ｂ）とは、未収利息不計上貸出金のうち次の２つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

３．「３カ月以上延滞債権」（Ｈ）とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

４．「貸出条件緩和債権」（Ｉ）とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金
で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。

５．なお、これらの開示額（Ａ、Ｂ、Ｈ、Ｉ）は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能
と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失とな
るものではありません。

６．「担保・保証額」（Ｄ、Ｋ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による
回収が可能と認められる額の合計です。

７．「個別貸倒引当金」（Ｆ）は、貸借対照表に記載した金額ではなく、破綻先債権額（Ａ）・延滞債権額
（Ｂ）に対して個別に引当計上した額の合計です。

８．「貸倒引当金」（Ｍ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、３ヵ月以上延滞債権額（Ｈ）・
貸出条件緩和債権額（Ｉ）に対して引当てた額を記載しております。

■総貸出金に占める割合

延滞債権 7.62％
（3,072百万円）

3ヶ月以上延滞債権 0％（0円）

（リスク債権／総貸出金＝9.00％）

正常債権
90.99％

（36,639百万円）

破綻先債権 1.37％
（554百万円）

貸出条件緩和債権 0％（0円）

総貸出金
40,265
百万円
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営業の状況

金融再生法債権額

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、

「要管理債権」以外の債権をいいます。

●金融再生法開示債権保全状況
（単位：百万円）

●金融再生法開示債権

■開示債権の構成比

平成21年度 平成22年度 前年比
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 2,383 2,226 △ 156
危険債権 1,431 1,403 △ 27
要管理債権 － － －
正常債権 37,456 37,553 △ 96

合　　計 41,271 41,183 △ 88

平成21年度 平成22年度 前年比
金融再生法上の不良債権�（Ａ） 3,815 3,630 △ 184

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 2,383 2,226 △ 156

危険債権 1,431 1,403 △ 27
要管理債権 － － －

保全額� 　　（Ｂ） 3,657 3,549 △ 107
担保・保証等� （Ｃ） 2,434 2,383 △ 50
貸倒引当金� （Ｄ） 1,223 1,165 △ 57

保全率　（Ｂ）／（Ａ）× 100（％） 95.85% 97.77％ 1.92%
担保・保証等控除後債権に対する引当率
（Ｄ）／（（Ａ）－（Ｃ））（％） 88.55% 93.52％ 4.97%

正常債権（91.18％）
（37,553百万円）

破産更生債権および
これらに準ずる債権（5.40％）
（2,226百万円）

危険債権（3.40％）
（1,403百万円）
要管理債権（0％）
（0円）

（単位：百万円）

（注）貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。
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明治

45年 4月 産業組合法に基づき有限責任倉吉信用購買組合
設立

倉吉町新町１丁目10番屋敷

初代組合長 内海　淡就任

大正

6年 2月 第２代組合長小川貞一就任

7年 2月 有限責任倉吉信用組合と名称変更

9月 事務所を倉吉町明治町1031地番1（共済無尽会
社隣）に移転

10年 4月 事務所を倉吉町明治町1032番地1（産業組合連
合会内）に移転

昭和

7年 8月 事務所を倉吉町西町2965番地1に移転

11年 2月 組織変更により保証責任倉吉信用組合と改称

12年 2月 保証責任倉吉信用利用組合と名称変更

19年 1月 第３代組合長 福井　清就任

5月 市街地信用組合法の制定により倉吉信用組合と
改称

20年 4月 第４代組合長 大田佳六就任

24年 6月 国民金融公庫の業務の代理取扱い開始

25年 4月 中小企業等協同組合法制定に基づく信用組合に
改組

26年 12月 営業区域が倉吉町･上井町･小鴨村･社村･西郷村
となる
倉吉信用組合を信用金庫に改組し倉吉信用金庫
と改称

27年 11月 営業区域を東伯郡一円と旧中山村の一部に拡張

28年 2月 浦安支店開設（東伯郡浦安215番地3）

29年 6月 東支店開設（倉吉市宮川町159番地63）

31年 1月 由良支店開設（由良町由良宿505番地）

32年 6月 内国為替業務認可により取扱開始

住宅金融公庫の業務の代理取扱開始

33年 12月 全国信用金庫連合会の業務の代理取扱開始

34年 12月 松崎支店開設（東郷町旭57番地）

35年 3月 由良支店を大栄町由良宿551番地に新築移転

36年 5月 上井支店開設（倉吉市上井313番地）

39年 11月 浦安支店を東伯郡浦安213番地2に新築移転

41年 2月 上井支店を倉吉市上井２丁目3番地8に新築移転

42年 7月 本店を倉吉市大正町1078番地4に移転

43年 5月 第５代理事長 山下友蔵就任

44年 11月 羽合支店開設（羽合町田後346番地3）

45年 9月 営業地域を鳥取市･気高郡に拡張

46年 4月 日本興業銀行の業務の代理取扱開始

5月 第６代理事長 上井哲夫就任

日本債券信用銀行の業務の代理取扱開始

昭和

46年 10月 日本長期信用銀行の業務の代理取扱開始

47年
　 11月 上井支店を倉吉駅前支店に名称変更

49年 4月 年金福祉事業団の業務の代理取扱開始

50年 5月 東支店を倉吉市昭和町499番地に新築移転

11月 鳥取支店開設（鳥取市松並町２丁目364番地）

全国しんきん保証基金の業務の代理取扱開始

52年 2月 商工組合中央金庫の業務の代理取扱開始

5月 環境衛生金融公庫の業務の代理取扱開始

53年 2月 関金支店開設（関金町関金宿235番地10）

9月 営業区域を岡山県真庭郡川上村･中和村･八束村
に拡張

55年 4月 西倉吉支店開設（倉吉市西倉吉町20番地15）

56年 1月 本部建物新築し本部を移転（倉吉市昭和町１丁
目60番地）
東支店を本店営業部に、旧本店営業部を倉吉支
店に名称変更

7月 医療金融公庫の業務の代理取扱開始

57年 6月 西支店開設（倉吉市旭田町11番地）

58年 4月 三朝支店開設（東伯郡三朝町大字大瀬八幡1036
番地4）

6月 西伯郡中山町･気高郡･岩美郡･八頭郡の内河原
町･船岡町･郡家町が営業地区拡張となる

10月 国債･地方債･政府保証債の募集、販売取扱開始

59年 2月 日本銀行歳入代理店業務開始

60年 9月 倉吉支店サンピア出張所オープン

10月 真庭支店開設（岡山県真庭郡川上村大字下徳山
字清水43番地3）

平成

元年 2月 現金自動支払機土曜日稼働開始

11月 現金自動支払機日曜日稼働開始

3年 7月 両替業務開始

4年 4月 創立80周年記念式典4月25日開催

5年 10月 浦安支店アプト出張所オープン

5年 12月 �倉吉駅前支店パープルタウン出張所オープン

6年 4月 �鳥取県庁舎･中部総合事務所･厚生病院･出張所
オープン

7年 8月 関金支店移転オープン

10月 第７代理事長 安部和臣就任

8年 9月 倉吉支店めいりん出張所オープン

 9年 5月 倉吉支店グンゼ出張所オープン

11月 倉吉支店をうつぶき支店に名称変更

うつぶき支店新築オープン

11年 2月 西日本建設業保証業務委託取扱開始

3月 郵貯とのATM接続サービス開始

くらしんのあゆみ
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平成

11年 11月 鳥取支店移転オープン(鳥取市富安１丁目221
番地1）

12年 4月 くらしんモバイルバンキングサービス取扱開始

  7月 本店営業部倉吉市役所出張所オープン

10月 くらしんモバイルバンキングサービス取扱開始

13年 2月 松崎支店を東郷支店に名称変更し新築移転オー
プン(東郷町龍島536番地3)

6月 くらしんホームバンキングサービス取扱開始

14年 3月 90周年記念事業「ちゅうぶ・ナビ」発刊

15年 2月 生保窓口販売の代理取扱開始　

4月 「無担保リフォームローン」開始

8月 冷夏対策緊急支援融資「ひまわり」発売開始

9月 カードローン「しんきん　きゃっする」発売開始

「くらしんTKCアドバイスローン」発売開始

16年 1月 変額年金保険「たのしみVA」発売開始

3月 マイカーローン「マイカーホップ・ステップ」発
売開始

6月 中小企業金融公庫業務連携協力に関する覚書締結

8月 「鳥取県民債」販売（抽選受付7／12〜7／16）

9月 「台風災害対策資金」取扱開始

「5年周期型変動金利住宅ローン」取扱開始

10月 「経営まもるくん」発売

11月 新紙幣発行

オレオレ詐欺未然防止で八橋警察署から感謝状

17年 1月 決済用預金「預金まもるくん」発売

5月 「家計まもるくん」発売

「プロテクト・リフォームローン」発売

9月 高金利定期預金「ビック５」発売

10月 国民生活金融公庫業務連携協力に関する覚書締結

11月 営農支援ドラフト「豊作」発売

12月 鳥取県商工会連合会業務連携協力に関する覚書締結

住宅ローン「10年周期変動型」取扱開始

18年 2月 県中部の囲碁普及貢献として日本棋院倉吉支部
より感謝状

8月 営農支援融資「豊作・２」発売

「営農大雨災害対策資金」発売

くらしん特別金利定期預金発売

「原油高騰対策フリーローン」発売

事業先向け「原油高騰対策資金」発売

10月 県内3信用金庫共通融資
「ビジネスプライムローン」発売

11月 第８代理事長 大畑　勇就任　

19年 2月 ㈱オリコ保証教育ローン「学資応援団」発売

平成

19年 6月 子育て世帯応援定期預金・定期積金「すこやか
きっず」発売

10月 ATM暗証番号変更機能追加

12月 長期固定金利融資商品「アシスト」発売

全期間固定金利型住宅ローン「あんしん」発売

西倉吉支店の清掃活動に対し鳥取県（中部総合
事務所）より感謝状

20年 9月 印鑑照会システム導入

10月 「家計まもるくんサポートローン」発売

11月 中小企業者への緊急保証制度拡充の取扱開始

21年 1月 「倉吉市中小企業緊急支援融資」取扱開始

3月 休日融資特別相談窓口開設

4月 第９代理事長　谷岡忠範就任

22年 2月 信金ギャランティカードローン
「きゃっする300」発売

高機能ATM導入開始

3月 第１回山陰しんきんビジネスフェア

４月 くらしん囲碁交友会大会（年４回）

「竹久夢二展」特別協賛

５月 くらしん好友会ゴルフコンペ

６月 「盆特別融資」取扱開始（～8/31）

７月 関金支店を西倉吉支店に統合

「ディスクロージャー誌」発行

８月 日本政策金融公庫代理業務監査

倉吉打吹まつりみつぼし踊り参加

９月 商工組合中央金庫代理業務監査

10月 第13回くらしん健康ウォーク

日本銀行歳入代理店検査（本店営業部、本部）

鳥取二十世紀梨記念館なしっこ館愛称決定
１周年記念「３Ｄシアター」特別協賛

11月 岡山県収納代理金融機関検査（真庭支店）

真庭市収納代理金融機関検査（真庭支店）

住宅金融支援機構業務監査

「ミニディスクロージャー誌」発行

12月 地区総代との懇談会（４地区開催）

社会福祉施設等へ新米寄贈

くらしんヤングコア清掃活動・歳末助け合い募金

23年 １月 しんきん共同システム西日本センター利用開始

外貨宅配サービス取扱開始

第30回くらしんロールプレイング大会

TKC中国会との経営改善計画策定支援サービ
ス締結
日本政策金融公庫鳥取支店農林水産業との業務
協力締結

２月 テレホンバンキングサービス取扱開始

くらしんのあゆみ

55KURASHIN  REPORT ’11

H
IS

TO
R

Y



休日取扱

　
　
　

　　
　　　　

米
子
自
動
車
道

　 中国
自動車道

鳥取市

智頭町 若桜町

八頭町

岩美町

湯梨浜町

三朝町

上齋原村

加茂町

阿波村

勝田町

東粟倉町

西粟倉町

大原町

奈義町
勝北町

津山市

鏡野町

奥津町

富村

真庭市

湯原町

勝山町

美甘村

新庄村

大佐町

勝央町

北栄町
琴浦町大山町米子市

伯耆町

江府町

湯原I.C.

久世I.C. 院庄I.C.

江府I.C.

溝口I.C.

米子I.C.

淀江I.C.

日野町日南町

南部町

境港市

倉吉市
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２２
１６１
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３１２
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文
化
会
館

３１３
１７９

倉吉パープルタウン　

グンゼ

めいりん

C

A
B

D

倉吉市役所４

１２

３

５

うつぶき支店
本店

倉吉駅前支店

西倉吉支店

西支店

倉吉市街地区

八橋小
東伯中

琴浦町役場本庁舎

９
やばせ

うらやす

アプト

６
浦安支店

E

北栄町役場
コナン大橋

道の駅大栄
由
良
川

お台場公園

ゆら

９

７由良支店

あ
じ
そ
う

天
神
川

１７９

８羽合支店
２２

燕趙園

龍鳳閣

湯の華慈母観音像

湯梨浜町役場
東郷庁舎 まつ

ざき
９東郷支店 三朝町役場

西小

三朝中 総合運動公園

三徳
川

総合文化ホール

２３５

１０三朝支店 ３１３

４５

倉吉市役所関金庁舎

町立体育館
湯命館

矢送川

わさびの家

湯の関番所

ス
ウ
ィ
ー
ト
ラ
ン
ド

Ｔ
Ａ
Ｋ
Ａ
Ｒ
Ａ

１１西倉吉支店
関金出張所

川
上
小真庭市役所

川上支所

道の駅風の家

蒜山IC

大谷川

田
部
川

宿波川

蒜山高原SA

４８２

１１４

１３
真庭支店

旧袋川 ５３

産業体育館

鳥
取
市
役
所

県
庁

とっとり

１２鳥取支店琴浦地区

北栄地区

湯梨浜地区 湯梨浜地区 三朝地区 関金地区

真庭地区

鳥取地区

本店

うつぶき支店

西支店

西倉吉支店

倉吉駅前支店

浦安支店

由良支店

羽合支店

東郷支店

三朝支店

鳥取支店

真庭支店

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

鳥取県倉吉市昭和町１丁目60

鳥取県倉吉市大正町1075−4

鳥取県倉吉市旭田町11

鳥取県倉吉市西倉吉町20−15

鳥取県倉吉市上井町２丁目3−9

鳥取県東伯郡琴浦町浦安213−2

鳥取県東伯郡北栄町由良宿551−4

鳥取県東伯郡湯梨浜町田後340−3

鳥取県東伯郡湯梨浜町龍島536−3

鳥取県東伯郡三朝町大瀬1036−4

鳥取県倉吉市関金町関金宿247−1

鳥取県鳥取市富安１丁目221−1

岡山県真庭市蒜山下徳山43−3

0858（22）6108

0858（22）4154

0858（22）1313

0858（28）3111

0858（26）2951

0858（52）2351

0858（37）3711

0858（35）2641

0858（32）0631

0858（43）2111

0858（45）3121

0857（26）3241

0867（66）4368

可能

可能

可能

可能

可能

可能

−

可能

可能

可能

可能

−

−

倉吉市役所出張所

めいりん出張所

グンゼ出張所

パ−プルタウン出張所

アプト出張所

鳥取県倉吉市葵町722

鳥取県倉吉市鍛冶町１丁目2971

鳥取県倉吉市福吉町1168

鳥取県倉吉市山根557−1

鳥取県東伯郡琴浦町八橋371

可能

可能

可能

可能

可能

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

●
●
●
●
●

A

B

C

D

E

店　舗

店　舗

住　所 店　舗

キャッシュサービス専用出張所（窓口業務は行っておりません）

住　所電　話 休日取扱

平成23年6月末現在

店舗一覧

西倉吉支店
関金出張所

N
ETW

O
R

K
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米
子
自
動
車
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　 中国
自動車道

鳥取市

智頭町 若桜町

八頭町

岩美町

湯梨浜町

三朝町
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津山市

鏡野町

奥津町

富村

真庭市

湯原町

勝山町

美甘村

新庄村

大佐町

勝央町

北栄町
琴浦町大山町米子市

伯耆町

江府町

湯原I.C.

久世I.C. 院庄I.C.

江府I.C.

溝口I.C.

米子I.C.

淀江I.C.

日野町日南町

南部町

境港市

倉吉市
３１３

３１３

１７９

１７９

５３

５３

２９

９

４８２
４８２

１８１

１８１

１８０

１８３
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１８０

４８２

３７３

６E ７

９

８ １２

１１

１３

１０

蒜山I.C.

９

１７８

９

４３１

鳥　取　県

岡　山　県

日
吉
津
村

開示項目一覧
このディスクロージャー誌は、信用金庫法第８９条（銀行法第２１条準用）に基づき作成していますが、
その基準における各項目は以下のページに掲載しています。

Ⅰ　単体（信用金庫法施行規則第132条における規定）
　１．金庫の概況及び組織に関する事項
　　⑴事業の組織・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・03
　　⑵理事及び監事の氏名および役職名・・・・・・・・・・・・・・・03
　　⑶事務所の名称・所在地・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56
　　⑷総代会制度・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・04

　２．金庫の主要な事業の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28～32

　３．金庫の主要な事業に関する事項
　　⑴直近の事業年度における事業の概況・・・・・・・・・・・・・34
　　⑵直近の５事業年度における主要な事業の概況・・・・・35
　　　①経常収益、経常利益、当期利益
　　　②出資総額及び出資口数
　　　③純資産額、総資産額
　　　④預金積金残高、貸出金残高、有価証券残高
　　　⑤単体自己資本比率
　　　⑥出資に対する配当金
　　　⑦職員数
　　⑶直近の２事業年度における主要な事業の概況
　　　①主要な業務の状況を示す指標・・・・・・・・・・・ 43～44
　　　　ア．業務粗利益及び業務粗利益率
　　　　イ．�資金運用収支、役務取引等収支及びその他業

務収支
　　　　ウ．�資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高

利息、利回り及び資金利鞘
　　　　エ．受取利息及び支払利息の増減
　　　　オ．総資産経常利益率
　　　　カ．総資産当期純利益率
　　　②預金に関する指標・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45
　　　　ア．�流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の

預金の平均残高
　　　　イ．�固定金利定期預金、変動金利定期預金及びそ

の他の区分のごとの定期預金の残高
　　　③貸出金等に関する指標・・・・・・・・・・・・・・・・・ 46～47
　　　　ア．�手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の

平均残高
　　　　イ．�固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の

残高
　　　　ウ．�担保の種類別（当金庫預金積金、有価証券、動

産、不動産、保証及び信用の区分）の貸出金残
高及び債務保証見返額

　　　　エ．�使途別（設備資金及び運転資金の区分）の貸出
金残高

　　　　オ．�業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占め
る割合

　　　　カ．預貸率の期末値及び期中平均値
　　　④有価証券に関する指標・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48～49
　　　　ア．商品有価証券の種類別の平均残高
　　　　イ．有価証券の種類別の残存期間別残高
　　　　ウ．預証率の期末値及び期中平均値

　４．金庫の事業の運営に関する事項
　　　①リスク管理の体制について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・06
　　　②バーゼルⅡの柱・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・07
　　　③統合的リスク管理態勢・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・07
　　　④自己資本の充実に向けた状況・・・・・・・・・・・・・・・・・08
　　　⑤信用リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・08
　　　⑥オペレーショナル・リスクに関する事項・・・・・・・・09
　　　⑦株式等エクスポージャーに関する事項・・・・・・・・・09
　　　⑧金利リスクに関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・09
　　　⑨リスク管理体系・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10
　　　⑩ペイオフについて・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10
　　　⑪顧客保護等管理方針・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10
　　　⑫貸出運営についての考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11
　　　⑬法令等遵守体制（コンプライアンス体制）に
　　　　ついて・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11
　　　⑭金融ＡＤＲ制度への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

　５．金庫の直近の２事業年度における財産の状況
　　⑴貸借対照表、損益計算書及び
　　　剰余金処分計算書・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36～38
　　⑵外部監査制度・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38
　　⑶貸出金のうち次に掲げるものの額及び
　　　その合計額・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51
　　　①破綻先債権に該当する貸出金
　　　②延滞債権に該当する貸出金
　　　③３ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
　　　④貸出条件緩和債権に該当する貸出金
　　⑷�次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時

価及び評価損益合計額
　　　①有価証券・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49
　　　②金銭の信託・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50
　　　③信用金庫法施行規則第102条第１項第５号に
　　　　掲げる取引・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50
　　⑸貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額・・・・・・・・・51
　　⑹貸出金償却の額・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51

６．金融再生法開示債権・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・53
　　⑴破産更正債権及びこれらに準ずる債権
　　⑵危険債権
　　⑶要管理債権
　　⑷正常債権
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１．個人情報とは
　�　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の

個人を識別することができる情報をいいます。

２．個人情報の取得・利用について
　（１）個人情報の取得　
　　・�当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人情報の取得をします。また、金庫業務の適切な

業務運営の必要から、お客様の住所・氏名・電話番号、性別、生年月日などの個人情報の取得に加
えて、融資のお申込の際には、資産、年収、勤務先、勤続年数、ご家族情報、金融機関でのお借入
れ状況など、金融商品をお勧めする際には、投資に関する知識・ご経験、資産状況、年収などを確
認させていただくことがあります。

　　・お客様の個人情報は、
　　　　①預金口座のご新規申込書等、お客様にご記入・ご提出いただく書類等に記載されている事項
　　　　②営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客様から取得した事項
　　　　③当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」、等の入力事項
　　　　④各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供される事項
　　　　⑤その他一般に公開されている情報
　　　等から取得しています。
　（２）個人情報の利用目的
　　・�当金庫は、次の利用目的のために個人情報を利用し、それ以外の目的には利用しません。また、お

客様にとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、取得の場面に応じ、利用目的を
限定するように努めます。

　　・�お客様本人の同意がある場合、もしくは法令等により開示が求められた場合等を除いて、個人情報
を第三者に開示することはございません。

　　（利用目的）　　
　　　　①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
　　　　②�法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認の

ため
　　　　③預金取引や融資取引等にける期日管理等、継続的なお取引における管理のため
　　　　④融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
　　　　⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
　　　　⑥�与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情報機関に個人情報を提供する場合等、適切な業

務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため
　　　　⑦�他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託

された当該業務を適切に遂行するため
　　　　⑧お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
　　　　⑨�市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発

のため
　　　　⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
　　　　⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
　　　　⑫各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
　　　　⑬その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため

　　（法令等による利用目的の制限）
　　　　①�信用金庫法施行規則第 110 条等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入

金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以外の目的に利用・第三者提供いた
しません。

　　　　②�信用金庫法施行規則第 111 条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴
についての情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その他の必要と認められる目的以外

個人情報保護宣言
　当金庫は、お客様からの信頼を第一と考え、個人情報の適切な保護と利用を図るた
めに、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）および金融分野にお
ける個人情報保護に関するガイドライン、その他の関係法令等を遵守するとともに、
その継続的な改善に努めます。また、個人情報の機密性・正確性の確保に努めます。
　平成22年7月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倉吉信用金庫　
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本店営業部	 倉吉市昭和町１丁目60番地	 （0858）22−6108
うつぶき支店	 倉吉市大正町1075−4	 （0858）22−4154
浦安支店	 東伯郡琴浦町浦安213−2	 （0858）52−2351
由良支店	 東伯郡北栄町由良宿551−4	 （0858）37−3711
東郷支店	 東伯郡湯梨浜町龍島536−3	 （0858）32−0631
倉吉駅前支店	 倉吉市上井町2丁目3−9	 （0858）26−2951
羽合支店	 東伯郡湯梨浜町田後340−3	 （0858）35−2641
鳥取支店	 鳥取市富安1丁目221−1	 （0857）26−3241
西倉吉支店	 倉吉市西倉吉町20−15	 （0858）28−3111
関金出張所	 倉吉市関金町関金宿247−1	 （0858）45−3121
西支店	 倉吉市旭田町11	 （0858）22−1313
三朝支店	 東伯郡三朝町大瀬1036−4	 （0858）43−2111
真庭支店	 岡山県真庭市蒜山下徳山43-3	 （0867）66−4368	
コンプライアンス	 倉吉市昭和町1丁目60番地	 （0858）22−1111
統括室

の目的に利用・第三者提供いたしません。

上記の利用目的につきましては、当金庫のホームページの他、店頭掲示のポスター等でもご覧いただけます。

　（３）ダイレクト・マーケティングの中止
　　・�当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・マーケティングで個人情報

を利用することについて、お客様から中止のお申出があった場合は、当該目的での個人情報の利用
を中止いたします。

　　　中止を希望されるお客様は、下記のお問い合わせ先までお申出ください。

３．個人情報の正確性の確保について 
　�　当金庫は、お客様の個人情報について、利用目的の達成のために個人データを正確かつ最新の内容に

保つように努めます。

４．個人情報の開示・訂正等、利用停止等について
　・�お客様本人から、当金庫が保有している情報について開示等のご請求があった場合には、請求者がご

本人であること等を確認させていただいたうえで、遅滞なくお答えします。
　・�お客様本人から、当金庫が保有する個人情報の内容が事実でないという理由によって当該個人情報の

訂正、追加、削除または利用停止、消去のご要望があった場合には、遅滞なく必要な調査を行ったう
えで個人情報の訂正等または利用停止等を行います。なお、調査の結果、訂正等を行わない場合には、
その根拠をご説明させていただきます。

　・お客様からの個人情報の開示等のご請求については、所定の手数料をお支払いいただきます。
　・�以上のとおり、お客様に関する情報の開示・訂正等、利用停止等が必要な場合は、下記のお問い合わ

せ先までお申出下さい。必要な手続についてご案内させていただきます。

５．個人情報の安全管理について
　・�当金庫は、お客様の個人情報の漏えい、滅失、または毀損の防止その他の個人情報の安全管理のため、

個人データの安全管理措置を講じます。

６．委託について
　・�当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っています。また、委託に際

しましては、お客様の個人情報の安全管理が図られるよう委託先を適切に監督いたします。

　　　・キャッシュカード発行・発送に関わる事務
　　　・定期預金の期日案内等の作成・発送に関わる事務
　　　・ダイレクトメールの発送に関わる事務
　　　・情報システムの運用・保守に関わる業務

７．個人情報保護に関する質問・苦情・異議の申し立てについて
　�　当金庫は、個人情報の取扱いに係るお客様からの苦情処理に適切に取組みます。なお、当金庫の個人

情報の取扱いに関するご質問・苦情の申し立てにつきましては、下記までご連絡下さい。

【個人情報に関する相談窓口】
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地賛地商
お買い物・発注は、地元商店・地元業者で

中部は本気だ

中部12万人の皆様へ

この街と生きていく。もっと大きくあなたの未来。

お金の話で恐縮ですが、経済、つまりお金は人間の血液と同

じです。　ところが、今も地域の経済は疲弊したまま。　これで

は血液の流れが止まり、栄養を運んでくれません。　では、どうしたらよいのでしょう？

「政治や行政のやり方が悪いからだ」と、まるで他人事のように考えていませんか。

いいえ、そうではありません。　その鍵を握るのは、実はここに暮らす私たち自身なの

です。

お買い物・発注は、地元商店・地元業者でしましょう！

地元にお金が循環し、その流れが強まれば、地域の経済は健康体へと向上します。

一人ひとりは微力でも、私たちがまとまれば、きっと大きな流れになるはず。　今こそ

中部が一体となって動き出す時です。

これからの未来を担う子供たちは、大きな夢と希望を想い描いています。　その夢

を叶えさせてあげませんか。　誰にも何かできる事があるはず。　あなたの一歩が集

まれば、中部地区で12万歩。　皆が本気になれば、決して夢ではありません。　大切な

子供たちが希望の持てる未来を創るために、ここで暮らし、ここで働いていけるよう、

「いつも、ありがとう」の言葉が飛び交う中部にしたいのです！

第30回信用金庫ＰＲコンクール  「ポスター部門」最優秀賞　受賞ポスター
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